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沿革・施設・組織

〔林産試験場年報　平成 24 年度〕
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沿革・施設・組織

沿革

　林産試験場は，昭和 25 年に北海道で唯一の林産研究機関として設立されました。以来，一貫して木材産業

を支援するという立場から，木材を活用した快適で豊かな生活を支える研究，木材の需要を拡大するための新

製品の開発，木材産業の技術力向上のための新技術の研究開発などに取り組んできました。

 昭和 25 年 （1950） 旭川市緑町に「林業指導所」として開設

 昭和 26 年 （1951） 製材および二次加工試験プラントを設置，繊維板試験プラントを新設

 昭和 28 年 （1953） 野幌支所（木材保存，食用菌研究室）を統合

 昭和 33 年 （1958） 鋸目立技術教習所を開設

 昭和 36 年 （1961） 耐火実験室を新設，開放実験室を設置し一般の利用を開始

 昭和 39 年 （1964） 「北海道立林産試験場」に改称

 昭和 61 年 （1986） 旭川市西神楽に移転

 平成元年 （1989） 「木と暮らしの情報館」を開館

　　平成 22 年 （2010） （地独）北海道立総合研究機構 森林研究本部 林産試験場に改組

施設

　総面積　64,729m2，建物面積　12,705m2

組織
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沿革・施設・組織

〔林産試験場年報　平成 24 年度〕

職員名簿

（平成 25 年 3 月 31 日現在）
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事業の概要・試験研究成果の概要

〔林産試験場年報　平成 24 年度〕

　国内の人工林は資源として充実し，これまでの造林・保育による資源の造成期から，主伐が可能な資源の利

用期へと移行しており，最近では国産材の供給量は増加傾向にあります。また，木材輸入量は減少傾向にあり，

木材自給率が回復してきているところです。こうした中，国では木材自給率の向上による林業・木材産業の再

生と低炭素社会の実現に向け，「公共建築物等木材利用促進法」の施行など，国産木材の需要拡大と安定供給

体制構築の取り組みに力を入れています。道でも，北海道森林づくり基本計画に示している基本的な方針に基

づき，具体的な施策の展開を推進するとともに，「地球温暖化防止など多面的機能の発揮に向けた森林づくり」，

「資源管理に基づく林業の再生」，「多様な主体による協働の森林づくりと木育の推進」など，新たな森林管理

の仕組みづくりに取り組んでいます。また，北海道地域材利用推進方針を策定し，公共建築物をはじめとする

幅広い分野で地域材の利用を拡大する取り組みを行っています。

　林産試験場では，再生可能な森林資源の効果的な利用に基づいた「持続可能な循環型社会の構築」と，「道

内木材産業の活性化」に向け，「林産試験場試験研究・普及指導推進方向」の中で

　　　Ⅰ．建築用材の失地回復と加工・流通システムの高度化のための研究開発

　　　Ⅱ．付加価値が高く，安全・安心・快適な木材製品・木質構造物づくりのための研究開発

　　　Ⅲ．森林資源の総合利用の推進のための研究開発

の 3 つを取り組むべき試験研究の基本目標として掲げています。これらに沿って，木材産業の振興に向けた製

造・加工技術の向上，木材需要を増進するための新たな木製品の開発や性能向上，バイオマスエネルギーの利

用促進やきのこの生産性向上といった具体的な課題に対し，高度な物理的，化学的加工技術に基づく様々な研

究開発を行っています。また，これまでの研究で得られた成果の普及や企業等への技術支援を図るため，研究

成果発表会の開催や Web 版「林産試だより」などによる情報の発信，林産試験場の施設・設備を利用した依頼

試験や設備使用，技術研修や現場での技術指導なども実施しています。さらに，各種イベントにおける木工教

室や，ホームページにおける「キッズ☆りんさんし」など，次代を担う子供を対象とした「木育」の取り組み

にも力を入れています。

　平成 24 年度には新規 26 課題，継続 30 課題，合計 56 課題の試験研究に取り組みました。その内訳は，道の

交付金で実施する戦略研究 2 課題，重点研究 3 課題および経常研究 12 課題に加え，公募されている事業に応

募して実施する公募型研究 14 課題，民間企業等との一般共同研究 14 課題，民間企業等からの受託研究 7 課題，

その他の研究 4 課題となっています。以下に課題の一覧を示します。

事業の概要

試験研究成果の概要
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試験研究成果の概要

〔林産試験場年報　平成 24 年度〕
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試験研究成果の概要

〔林産試験場年報　平成 24 年度〕



試験研究成果の概要（Ⅰ 建築用材の失地回復と加工・流通システムの高度化のための研究開発） 

〔林産試験場年報 平成 24 年度〕 
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I.1.1 北海道産人工林材を活用した低コストで高性能な単板集成材の開発と実用化 

平成 22～24年度 公募型研究 

生産技術 G，耐久・構造 G，居住環境 G，普及調整 G 

(独)森林総合研究所，丸玉産業(株)，(協)オホーツクウッドピア，(株)物林 

 

はじめに 

長期優良住宅や木造公共建築物の建設促進により，

耐久性と強度性能の高い木質構造材料へのニーズが高

まっている。北海道の主要樹種であるカラマツは，

国産造林樹種のなかでは価格・供給量・強度の面で

優位であるが，薬剤が内部に浸透しにくく，一般的

な加圧注入処理では土台に要求される保存処理基準

の達成が難しい。そこで，難浸透性のカラマツでも

土台に要求される保存処理基準を達成できる手段と

して，接着剤混入型保存処理法を採用し，既存の合

板工場と集成材工場の水平連携による新しい単板積

層材（LVL）の生産システムを確立しながら，道産材

を用いた高性能な土台用構造材「単板集成材（LVG）」

を開発した。 

研究の内容 

平成 23 年度までに，単板集成材の生産システム

の構築に向けて，LVL ラミナのたて継ぎ方法と積層

接着方法を検討した。強度性能，切削性，生産性，

経済性の総合的な評価を行い，最適なたて継ぎ・積

層条件を明らかにした。また，接着剤混入型保存処

理技術の最適条件を検討した。実験プラントで検討

した基礎条件をもとに実大プラントで量産条件を検

討し，十分な接着性能と保存性能を満たす LVLラミ

ナの最適製造条件を明らかにした。 

24年度は，前年度までに確立した LVGの生産シス

テムと最適保存処理条件により量産試験を行い，量

産時の留意点を確認するとともに，合板工場と集成

材工場それぞれの実用的な品質管理体制を構築した。

開発した土台用単板集成材は3種類とした（第1図）。 

量産試験で得られた試験体について，実大断面に

よる様々な性能試験を行った。防腐性能については，

実大サイズ（105×105×10mm）の腐朽促進試験を行

い，カラマツ単板集成材が既製品のベイツガ防腐処

理製材やヒノキ集成材と同等以上の防腐性能を有す

ることを明らかにした。また，土台として重要なめ

り込み強さの試験結果（第 2図）については，縦使

い（積層面が鉛直方向）にしたカラマツ単板集成材

は既製品より高い強度となること，他材料の基準強

度と比べると縦使いの下限値が硬質広葉樹の基準値

を上回ることを明らかにした。 

また，LVGの実用化に不可欠な建築基準法第 37条

に基づく材料認定取得に向けて種々の材料性能デー

タを整備した。 

まとめ 

本研究成果をもとに技術資料を作成し，林産試験

場の HPで公開した。また，得られた性能データをも

とに認定申請作業を進めており，認定取得後に共同

研究企業とともに普及展開を図る予定である。なお，

本研究は農林水産省の新たな農林水産政策を推進す

る実用技術開発事業により実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 単板集成材の製品種類                  第 2図 単板集成材と比較材料のめり込み強さ 

90mm角（左），105mm角（中央），120mm角（右）          試験体数：単板集成材の縦使い 60体，他は 10体 
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〔林産試験場年報 平成 24 年度〕 
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I.1.2 道産針葉樹材を用いた圧縮木材生産の事業化支援 

平成 24年度 職員研究奨励事業 

製品開発 G，技術支援 G 

 

はじめに 

道産針葉樹は主伐期を迎え，新たな用途，需要の

創出が求められており，これに対する圧縮木材生産

技術への期待は大きく，広葉樹代替素材としての製

品化が強く求められている。これまでの研究を通し

て，トドマツ圧縮木材の生産技術は事業化の検討可

能なレベルに達した。本事業では，さらなる生産技

術の安定化・効率化，展示会への出展や製品に関す

る聞き取り調査などの実施，供試材および性能デー

タの提供などを通じて，道内での事業化を前進させ

ることを目的とした。 

研究の内容 

 トドマツ圧縮木材を試験生産し，北海道ビジネス

EXPO（2012/11），ジャパンホームショー（2012/11）

など，道内外の展示会に出展し，製品の紹介を行っ

た。また同時に，来場者への聞き取り調査を実施し

て，針葉樹材にみられる節に関する質問などに回答

いただいた。節に対する印象の集計結果を第 1図に

示す。「悪い」との評価は 21％であったが，これは

一般材部と節部のコントラストの大きさによるもの

と考えられるため，塗装による材色の調整で緩和す

るなど，ユーザーの希望に沿った対応が必要である。 

試験生産した圧縮木材をフローリングに加工し

たものが北海道庁 1階ロビーの木質化に採用され，

第 2図に示すように既設のセラミックタイルを覆う

形で施工された。硬く冷たいイメージから，柔らか

く暖かな空間となり，リラックスできて好感の持て

るスペースとなった。広く一般に実物を見ていただ

く機会が増えたことから，今後の製品普及が期待で

きる。 

生産技術に関しては，ホットプレス装置に冷却配

管を設置した。これにより熱圧処理後の冷却時間を，

これまでの自然放冷に比べて飛躍的に短縮すること

ができた。 

 トドマツ圧縮木材の製品性能は，フローリングに

用いられる代表的な広葉樹材であるナラ，カバ同等，

またはそれ以上の値を示した。また栗山町移住者研

修住宅の寝室に試験施工されたフローリングを追跡

調査した結果，顕著な変形，変色などは観察されな

かった。 

まとめ 

トドマツ圧縮木材フローリングが公共の場に敷

設され，土足歩行という厳しい条件の中で利用され

る機会を得た。今後も定期的に追跡調査を実施し，

性状のチェックを行うとともに，生産技術の向上に

努めたいと考える。 

また，今後は民間企業の主導で市場調査などを実

施し，ユーザーニーズに合わせた製品開発，機能性

付与などを共同で検討し，事業化に向けた準備を行

う予定である。 

        

第 1図 トドマツ圧縮フローリングの節に対する印象         第 2図 北海道庁ロビーの木質化（床材の 40％に使用） 

（回答数：94） 
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I.1.3 表面性状の制御による安全・快適なペット共生型床材の開発 

平成 24年～25年度 公募型研究 

製品開発 G，居住環境 G（協力 東京工業大学，(有)グリーンフォレスト 緑の森どうぶつ病院） 

 

はじめに 

少子高齢化の進行に伴い，ペットの飼育に対する

関心が高まっており，ペットが家族の一員として，

室内で飼育されるケースが急増してきている。それ

に伴って，飼育場所も屋外から室内へと移行してお

り，住宅や建材にも対応が求められている。 

 林産試験場では，2010年に旭川市にて犬の飼い主

にアンケート調査（総数 40名）を実施し，ペット対

応型床材に対して高いニーズがあり，そのニーズは

主に「すべりにくいこと」「傷や汚れがつきにくいこ

と（目立たないこと）」「清掃が容易であること」の

3項目であることを明らかにした。 

 そこで，道産針葉樹材を原料として，ペットや飼

い主にとってすべりにくいという安全性と，人にと

って接触感が良いという快適性を備えた床材の開発

に着手することとした。 

研究の内容 

 原料には，トドマツとカラマツを用いて，床材の

試験体を製造した。材料表面に浮造りを施して凹凸

を付与することで，「すべりにくい」という安全性の

発現を図った。平成 24年度は，種類の異なるブラシ

による試験体の製造とその表面形状の計測，犬のす

べりにくさを示すすべり抵抗係数 C.S.R・D’の測定，

接触感に係るべたつき係数の算出を行った。 

第 1図にナイロンおよびステンレスブラシで作製

したトドマツ試験体の断面形状（プロファイル）を

示した。両者とも，ブラシ先端がかすかに材料に触

れる程度で浮造りを施したものであるが，プロファ

イルには明確に違いが表れた。ナイロンブラシでは

木目に沿った明確な凹凸が観察されたが，ステンレ

スブラシでは一様なブラシ跡が広く見られた。 

第 2図にナイロンブラシとステンレスブラシによ

る試験体の C.S.R・D’を示した。ナイロンのものの

C.S.R・D’は，プロファイルより算出した表面粗さ

Raが上昇すると増大した。一方でステンレスのもの

は，Ra20μm 以上で低減を示した。結果より，表面

性状の違いが，C.S.R・D’に影響を及ぼすことが示

された。また，床材表面の Raの値を制御することで，

市販のペット対応型フロア材と同等かそれ以上の

C.S.R・D’を付与できることが示唆された。 

べたつき係数については，Raとの間に明確な傾向

は認められず，試験体は概ね市販のペット対応型フ

ロア材のそれの 6割程度の値を示した。 

まとめ（今後の検討） 

現在，性能や接触感を損なわない塗料の選定を進

めている。また，人による接触感に係る主観評価を

実施して，表面形状や性能値との関連を明らかにす

るとともに，犬による傾斜法試験を実施して，凹凸

の効果を確認する予定である。 

 第 1図 試験体表面のプロファイル 第 2図 トドマツ浮造り材の C.S.R・D’ 
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I.2.2  IT により低コストに人工林材から内装材を製造する 

生産・加工システムの開発 
平成23～25年度 公募型研究 

技術部長，製品開発G，生産技術G，マテリアルG，バイオマスG，居住環境G,普及調整G 

道総研林業試験場，道総研工業試験場，森林総合研究所，DIC(株)，北海道水産林務部美唄普及指導員室 

 

はじめに 

人工林材（カラマツ，トドマツ，シラカンバ）か

ら内装材を生産するため，「節」をキーワードに，

（1）節の認識と脱落防止処理技術の開発（2）内装

材としての節の評価技術（3）内装材として収益性の

高い生産・加工技術を検討した。なお本研究は,農林

水産省「新たな農林水産施策を推進する実用技術開

発事業」により実施した。 

(1)節の認識，脱落防止技術の開発 

平成 22 年度に試作した節の脱落を防止する接着

剤を塗布するための基本ユニットについて,塗布位

置の精度や塗布面積を測定しながら改良点を検討し

た。脱落防止処理剤としては,UV 塗料でかつ硬化塗

膜の柔軟な構造のものが良好であった。また,実大規

模装置に向けた UV照射装置（第 1図）を試作し，処

理装置の構成を検討した。 

(2)節にかかる意匠性の評価技術の検討 

内装材が使用される場所や状況を明示しながら

それに対する印象（好き嫌い等）を回答させる方法

で心理評価を行った。ここでは，23年度に実施した

建築士や設計士など内装材の施工業者に対する木質

内装材の使用状況や使用に関するアンケートの結果

を考慮して，使用場所を住宅の居間（第 2 図左）,

公共ホール,学校（第 2図右）,駅,店舗とした。 

節の面積率が増加すると,見た目の好悪は低減す

る傾向を示したが,学校や公共のホールは,住宅の居

間に比べて低減する割合が小さかった。なお,被験者

より収集したコメントには,「住宅の居間に節は落ち

着かないが,廊下であれば良いと思う」「住宅では節

が多くなるとうるさく感じるが,ホールでは気にな

らない」「学校などは,節があっても本物の材料を使

って欲しい」「今回の場所以外にも,老人ホームなど

には良いと思う」など，一方，負のイメージの意見

もあった。被験者は想定した場所を的確にイメージ

しながら内装材を評価していることが示唆され,当

該手法が評価手法としても有効であることがわかっ

た。なお，カラマツについては,生き節と死節の見せ

方を考慮しながら調査することが必要と思われた。 

(3)内装材の生産・加工技術の検討 

枝打ちによる節の発生状況を調べた。61年生のカ

ラマツ（林齢 13，18，24 年生時にそれぞれ地上高 3，

6，8mまで枝打ち）と 53年生の枝打ち無しのカラマ

ツについて，材長 4mの丸太で 3番玉まで採取し，節

の面積率を調査した。枝打ちにより 1番玉では無節

の原木が得られ,2 番玉でも節の発生量に違いが見

られた（第 3図）。 

枝打ちしたカラマツ材を用いて，内装材への加工

性を調べた。フリッチを製材し,道内の突き板メーカ

ーで 1mm，0.2mm 厚の単板を試作して，突き板による

複合羽目板を調製した。試作の結果から，製造工程

の歩留，費用，価格を設定し，原木購入可能額を推

定した。台板をラワン合板としてカラマツ単板を表

層にした複合羽目板を製造した場合の原木購入可能

額は，枝打ちの有無で 19,266 円/m3と 8,757 円/ m3

が試算され，枝打ちによる付加価値化が期待された。 

今後,試作装置や試作品を展示しながら研究成果

を普及し，人工林材による内装材への活用展開を推

進する。 
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第 1図 ＵＶ照射装置   第 2図 場所による評価の影響（住宅居間,学校）  第 3図 枝打ちによる節発生面積
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I.2.3 公共工作物への木材活用に関する研究 

平成23年～24年度 一般共同研究 

製品開発G，バイオマスG，技術支援G，普及調整G， 

北海道産木材利用協同組合，(独)土木研究所寒地土木研究所 

 

はじめに 

道路付属施設や工事等における仮設物などの公

共施設に関わる工作物（以下，公共工作物）への木

材活用について，景観・環境面での効果を明らかに

するために，デザイン性の高い木製公共工作物を開

発し，それらの公共空間へ設置された場合の景観評

価と，環境負荷低減効果の検討を行った。 

研究の内容 

平成 23 年度は，北海道建設業協会と道内の道の

駅運営担当者を対象に，公共工作物への木材活用に

関するアンケート調査を実施し，仮設物として「看

板類」「柵類」等の，道路付属施設として「横断防止

柵」のニーズが高く，採用しやすい木製品であるこ

とを明らかにした。また，北海道型木製ガードレー

ル「ビスタガード」について，フォトモンタージュ

を用いてインターネットを利用した景観評価を実施

し，木製ガードレールの景観優位性を明らかにした。 

(1)木製防護柵の景観評価 

 24 年度は，実際に設置された木製防護柵の実物

（第 1図）を利用してアンケート調査を行い，フォ

トモンタージュを用いた印象評価の妥当性の検証と，

防護柵の質感や素材感を含めた印象評価の把握を試

みた。アンケート用紙（第 2図）には，木製防護柵

のほかに比較対象としてガードレールとガードケー

ブルのフォトモンタージュを掲載して調査を実施し

た。その結果，「好き」及び「美しい」等の評価につ

いて，木製防護柵＞ガードレール＞ガードケーブル

となっており，木製防護柵の景観上の優位性が確認

できた（第 3図）。 

(2)公共工作物への木材活用による効果の検討 

 公共工作物を構成する部材に木材を活用すること

による環境への影響について検討することを目的と

し，“木製バリケード”，“木製パーティション”等を

開発して，それぞれと同様の機能を有する既製品に

ついて，温室効果ガス(以下 GHG)排出量を試算した。

その結果，開発した公共工作物は，スチール製や樹

脂製の既製品と比較して GHG 排出量が小さく，特に

木材が製品に占める GHG 排出量は極めて小さいこと

が明らかとなった。 

まとめ 

これまで概念的に優位とされてきた木製品の景

観維持・向上効果や環境への負荷低減効果について

は，印象評価や GHG 排出量試算等によって具体的な

数値として優位性の明示が可能であることがわかっ

た。さらに公共工作物への木材活用を推進していく

ためには，製品単位で景観・環境への優位性を具体

的に明示していく取り組みが重要であると考えられ

る。一方で，こうした取り組みは，製品を選択する

際の指標となり，結果的に木製品の需要増加，木材

産業の活性化が期待できる。 

 今後は，行政等の使用者に成果を周知して木製品

の積極的な活用を推進するとともに，景観的な価値

の高い木製公共工作物の開発を民間企業と進める予

定である。 

  

第１図 ひがしかぐら森林公園 第２図 アンケート用紙の設問例 第３図 景観評価の結果 
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I.2.4 MDF 原料ファイバーの樹種特性評価 

平成23年～24年度 一般共同研究 

製品開発G，バイオマスG，大建工業㈱ 

 

はじめに 

現在，MDF の主原料は南洋材であるが，今後の資

源状況が不透明なことや市場で南洋材以外の原料を

用いた MDF が求められているため，代替原料として

国産針葉樹や海外植林木が注目されている。 

本研究では，国産針葉樹，海外植林木，コントロ

ールとして南洋材の原料ファイバーの樹種特性を把

握することを目的に，樹種や解繊条件によるファイ

バーの形状係数，成分，MDF の表面性を検討した。 

研究の内容 

原料に国産針葉樹 3樹種（北海道産トドマツ，北

海道産カラマツ，宮崎県産スギ），海外植林木 5樹種

（アカシアマンギウム，ファルカタ，クランパヤン，

ユーカリペリータ，以上マレーシア産，ニュージー

ランド産ラジアータパイン），マレーシア産南洋材 2

樹種（レッドメランティ，ゲルンカン）を用い，0.7MPa

（約 165℃）の蒸煮圧力で解繊条件（解繊前の蒸煮

時間：6，10，20 分，解繊時の磨砕盤間隔：0.15，

0.20，0.25 ㎜）がファイバー形状係数（繊維骨格部

の面積に対する細毛を含む全面積の比。値が大きい

ほど絡みが良く繊維板物性が向上する）や成分， MDF

の表面性に及ぼす影響を検討した。 

(1)解繊条件がファイバー形状係数に及ぼす影響 

 ファイバー形状係数は，全ての条件で良好な繊維

板の得られる目安の 10以上となり（第 1図），ボー

ド物性の大きく低減するような樹種や解繊条件は見

られなかった。国産針葉樹ではトドマツ，海外植林

5
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木ではアカシアやラジアータが大きい傾向にあった。 

(2)解繊条件がファイバー成分に及ぼす影響 

 ファイバー成分（エタノール‐ベンゼン抽出物，

Klason リグニン，多糖類）の分析の結果，条件によ

る顕著な違いは認められず，ボード物性が大きく低

減する要因は見られなかった。磨砕盤間隔 0.15 ㎜の

条件下で一部の樹種に Klason リグニンやグルカン

など多糖類の減少傾向が見られた。 

(3)解繊条件が MDF 表面性に及ぼす影響 

 各条件で得られたファイバーから MDF を製板した。

シート貼り後に目視で繊維の浮き出るレベルにより

4段階（粗繊維が少なく表面性の良好な順に A→D，

A, B が実用レベルで合格）で目視評価した。 

 表面性は蒸煮時間が長く，磨砕盤間隔が小さくな

るに従い向上した。海外植林木，南洋材には良好な

表面性となる樹種が多くあった。国産針葉樹ではト

ドマツが優れていた（第 1表）。 

まとめ 

国産針葉樹 3 樹種，海外植林木 5 樹種，南洋材 2

樹種のファイバー形状係数，成分分析の結果からは，

ボード物性が不適と予想される樹種や解繊条件は認

められなかった。 

表面性は樹種や解繊条件による違いが認められ

た。海外植林木に優れたものが多く，国産針葉樹で

はトドマツが優れていた。 

今後は，本結果をもとに樹種を絞り，製造した MDF

の物性評価まで含めた検討を行う予定である。 

 

樹種 

解繊条件（蒸煮時間，磨砕盤間隔） 

6 分 10 分 20 分 6 分 6 分 

0.25mm 0.25mm 0.25mm 0.20mm 0.15mm

南洋材 レッドメランティ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 

ゲルンガン Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

植林木 アカシア Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 

ファルカタ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ 

クランパヤン Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 

ユーカリ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 

ラジアータ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 

国産材 カラマツ Ｄ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 

トドマツ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 

スギ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 
 

第 1図 解繊条件がファイバー形状係数に及ぼす影響

注 磨砕盤間隔：0.25 ㎜ 

第 1表 解繊条件が MDF 表面性に及ぼす影響
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I.2.6 国産材および植林木を原料としたMDFの検討 

平成24年～26年度 一般共同研究 

製品開発G，バイオマスG，居住環境G，大建工業㈱ 

 

はじめに 

本研究は一般共同研究「MDF 原料ファイバーの樹

種特性評価」を展開したものである。 

MDF の南洋材代替原料の探索を目的とした原料フ

ァイバーの検討で良好な結果が得られた樹種につい

て，ファイバーの形状係数（繊維骨格部の面積に対

する細毛を含む全面積の比。値が大きいほど絡みが

良く，曲げ強さや長さ変化率の性能が向上する）や

成分，MDF 物性の検討を行った。 

研究の内容 

原料には，北海道産トドマツ（国産針葉樹），マ

レーシア産アカシアマンギウム（海外植林木），マレ

ーシア産レッドメランティ（南洋材）を用いた。 

前処理（オートクレーブ処理：1.0MPa（約 180℃）

4分，煮沸処理１）：2時間煮沸後 24時間常温水浸漬）

の有無や蒸煮時間（6，20 分）がファイバー形状係

数や成分に及ぼす影響を検討した。なお，解繊条件

は，蒸煮圧力：0.7MPa（約 165℃），磨砕盤間隔：0.10

㎜とした。また，このうち標準的な条件（前処理な

し，0.7MPa，6分，0.10 ㎜）で得られたファイバー

について，MDF を製造し物性評価を行った。 

(1)ファイバー形状係数の検討 

 オートクレーブ処理や蒸煮時間が形状係数に及ぼ

す影響は樹種により異なり明確ではなかった。一方，

煮沸処理により各樹種ともに形状係数の向上効果が

見られ，煮沸処理を行ったトドマツの形状係数は，

処理なしの場合の 12.2 と比較して向上し，14.3 と

最大になった。 

(2)ファイバー成分の検討 

 原料チップと比較したファイバーの成分（エタノ

ール-ベンゼン抽出物，リグニン，セルロース，ヘミ

セルロース）は，抽出物が微増し，リグニンやヘミ

セルロースの微減傾向が見られたが，顕著な違いは

認められなかった（第 1図）。 

(3)MDF 物性試験 

イソシアネート系接着剤（MDI 6%：絶乾木重比），

撥水剤（1%：絶乾木重比），180℃・35 秒のプレス条

件で 3.0 ㎜厚，ボード密度 0.75g/cm3の MDF を試作

した。試作 MDF は 20℃・65%RH で 72 時間養生後，両

表面各 0.15 ㎜を研削し 2.7mm 厚とした後，物性試験

を行った（第 2図）。吸放湿長さ変化率 (LE)は，各

長さを 20℃・65%RH: L0，40℃・90%RH: L1，40℃・

40%RH: L2とすると，LE= (L1-L2)/L0×100 である。 

まとめ 

ファイバー形状係数は各樹種とも煮沸処理によ

り向上した。前処理や解繊条件によるファイバー成

分の顕著な違いは見られなかった。標準的な条件の

MDF 物性試験からアカシアマンギウム，トドマツ共

に良好な結果が得られたが，南洋材と比較して吸水

厚さ膨張率が劣る点が課題であった。 

今後は，前処理や解繊条件が MDF 物性に及ぼす影

響を検討予定である。 

文献 1）吹野信，小川尚久：特許第 5245033 号 

第 2図 MDF 物性試験結果 

注 R：レッドメランティ，A：アカシアマンギウム，T：トドマツ 
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I.3.1 地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業の構築 

平成 21～25年度 戦略研究 

バイオマス G，マテリアル G，微生物 G，技術部長，生産技術 G 

道総研中央農業試験場（主管），道総研十勝農業試験場，道総研根釧農業試験場，道総研畜産試験場，

道総研林業試験場，道総研工業試験場， (株)イワクラ，北海道大学（協力 (株)雪印種苗 ） 

 

はじめに 

現在，北海道の農林業においては，耕作放棄地，

造林未済地の拡大など，生産構造の変化への対応が

急務となっている。また，地球温暖化対策として，

温室効果ガス（以下，GHG）排出の抑制に対応できる

産業の構築が求められている。このことから本研究

では，木材資源の生産・利用における，コストと環

境評価を指標とした森林バイオマスの効率的利用モ

デルを構築する。 

研究の内容 

(1)林地残材のエネルギー利用における GHG 排出量

評価 

森林バイオマス利用の GHG削減ポテンシャルを把

握するため，林地残材チップや道産木質ペレットと，

輸入木質燃料（製材残材チップ，外国産木質ペレッ

ト）の GHG排出量について評価した。これらの木質

燃料について，原料の調達から燃焼までのボイラー

利用における GHG排出量を算出し，化石燃料と比較

した（第 1図）。木質バイオマスの GHG排出量は，

化石燃料の 20％程度であることが明らかになった。

また，道産木質ペレットは，外国産よりも GHG排出

量が高いが，工場稼働率の向上によって低下する可

能性があることがわかった。 

(2)林地残材を発電施設の燃料として利用した場合 

の GHG排出量評価 

森林バイオマス資源の有効利用策を検討するた

め，発電施設の燃料に林地残材を利用した場合につ

いて，発電効率やボイラー形式，林地残材の種類等

の条件の違いによる GHG排出量を算出し，商業発電

に伴う GHG 排出量（0.575kg-CO2eq./kWh）と比較し

た（第 2図）。 

切り捨て間伐に伴う林地残材を利用した場合，収

集時の排出量が多いため，発電効率 10％のケースで

は，削減効果が期待できないことがわかった。 

皆伐に伴う林地残材を利用した場合，常圧流動床

ボイラーで発電効率 10%の条件を除く，全てのケー

スにおいて GHG削減効果が見られた。 

まとめ 

平成 24 年度は，森林バイオマスのエネルギー利

用による GHG削減ポテンシャルと，発電施設で利用

した場合の GHG排出量の削減効果について試算・比

較を行った。 

25年度は，発電施設におけるバイオマスと余剰蒸

気熱の有効利用策，さらに，製材工場の乾燥工程で

の製材残材と林地残材の複合利用等について，森林

バイオマスの有効利用策を検討する。 

第 2図 林地残材を発電施設の燃料として

利用した場合の GHG排出量 

利用した場合の GHG排出量 

第 1図 木質バイオマスと化石燃料の 

エネルギー利用における GHG排出量 
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I.3.2 「新たな住まい」と森林資源循環による持続可能な地域の形成 

平成22～26年度 戦略研究 

 技術部長，生産技術G，製品開発G，耐久・構造G，居住環境G，マテリアルG，バイオマスG， 

道総研北方建築総合研究所，道総研林業試験場，道総研工業試験場， 

（協力 北海道木材産業協同組合連合会） 

 

はじめに 

平成 22年度から,森林資源の循環利用を可能とす

る住宅産業と森林産業が融合した地域産業を創出す

るため，(1)カラマツの心持ち正角材の乾燥・加工技

術(2)高付加価値化が期待される新製品の開発を行

った。また，現状の木材製品の物流，商流を調査し，

(3)木材の拠点生産（センター）構想とそれを機能さ

せるための(4)情報の共有化技術を検討した。 

(1)正角材の乾燥・加工技術の検討 

カラマツの心持ち正角材に割れ（表面割れ,内部

割れ）が生じにくい乾燥方法を検討した。同時にそ

の乾燥方法を普及するため,地域の乾燥工場で地域

材を用いて乾燥の実証試験を行った。その結果,バラ

ツキや後述の修正挽きに課題はあるものの,割れを

抑えた乾燥材の実生産が可能と思われた。今後も意

見やニーズを踏まえながら,乾燥条件の適正化を図

ることとした。正角材の修正挽きでは,その削り残り

に曲がりとねじれの両方の要因が影響した。ねじれ

に対する修正挽きは,傾斜角 6 度で幅 119mm あれば

113.2mm が仕上がり寸法となった。そして,曲がり,

ねじれに対して中立点が保持されれば,理論式に近

い修正挽きが可能であった。開発した正角材の寸法

安定性を確認するため,北方建築総合研究所内に従

来方法による乾燥材,ホワイトウッド集成材と合わ

せて実験棟を施工し（第 1図）,くるい等の発生を継

続的に調べている。 

(2)付加価値の高い部材開発 

道産材によるフロア台板を開発するため,表面に

使用する広葉樹単板の種類,接着剤の種類,熱圧条件,

突き板の接着条件等を検討した。そして,試作したフ

ロア材の表面平滑性,表面硬さ,接着強度,寸法安定

性などの性能評価を行った。また,道産材を原料とし

た木質外装材の開発に向けて,各種塗装（含浸形,造

膜形,半造膜形）を行い,屋外暴露試験を通して塗膜

の耐候性能を調べた。これらは,良好な製造方法を明

確にするため,性能等を継続して評価している。なお,

外装材については,木材の表面仕上げが耐候性能に

影響することが示唆された。 

(3)センター構想の提案 

品質の確かな正角材を安定供給する生産方式と

して,水分管理ならびに物流の機能を有するセンタ

ー構想を提案するために,原木供給から生産・管理・

販売の一連の流れを把握し,センターとしての機能

を精査した。なお構造材の最大の需要先であるプレ

カット工場への聞き取り調査から,現状の使用材料

や加工状況を把握し,その結果をセンター構想に反

映させることとした。 

(4)需給システムと管理システムの検討 

地域の加工装置の種類や能力,製品の種類,量を

調査して,工場群として連携させた需給管理方式を

検討した。また,厳密な品質管理を図るためのシステ

ムの試行実験を行った。さらに,流通の合理化を図る

ために開発した受発注管理システム（第 2図）の実

証試験により,システム改善に向けた問題点の抽出

を行った。今後,乾燥技術の普及,センター構想の実

現に向けて,ビジネスモデルを提案していく。 

    
第 1図 正角材の施工試験（左：外観,右：内部）        第 2図 受発注管理システムの概念図   



試験研究成果の概要（Ⅱ 付加価値が高く，安全・安心・快適な木材製品・木質構造物づくりのための研究開発） 

〔林産試験場年報 平成 24 年度〕 

－15－ 

Ⅱ.1.1 木材の接着健全性評価技術の検討 

平成23年～25年度 経常研究 

耐久・構造G，生産技術G 

 

はじめに 

近年，集成材は一般の住宅でも使われているが，

長期間での接着耐久性を実証した事例はないことか

ら，接着健全性の診断技術や補修方法を含めた集成

材の維持管理技術の確立が必要である。 

本研究は接着性能の劣化（接着層のはく離）を検

出する非破壊的手法を開発するとともに，補修の効

果を検証することを目的とする。これらにより，接

着技術，および積層接着材料の信頼性向上に寄与す

る。 

研究の内容 

平成 23 年度は人為的に非接着部分を設けた集成

材を作製し，応力波の伝播時間に基づいたはく離の

検出について検討するとともに，この集成材の曲げ

破壊試験を行い，はく離が強度に及ぼす影響につい

て検討した。 

(1)接着性能の劣化が強度に与える影響の検討 

市販の集成材から採取したブロックせん断試験

片に促進劣化試験として JAS の煮沸はく離試験(沸

騰水に 4時間，室温水に 1時間浸せき後，質量が戻

るまで 70±3℃で乾燥)を最大 20回(JAS は 1～2回)

繰り返し適用した後，せん断強度試験を行った。こ

の劣化処理では，はく離よりも接着層近傍での干割

れの方が顕著に出現した。処理後のせん断強度は処

理回数の増加に伴って低下し，20回繰り返した後の

せん断強度は初期の約 2/3 となった（第 1図）。 

(2)補修の効果の検討 

接着による補修について検討した。はく離に沿っ

てノコ目を入れ，そこに接着剤を注入する方法があ

るが，使用中の建築物での実施を前提とした場合，

一時的にせよ著しい強度低下を生じること，接合部

の近傍ではノコ目加工が困難であることなどの問題

がある。そこで，木材に接着剤注入用の穴を開け，

はく離の内部から接着剤を注入する方法を考案した

（第 2図）。この方法で補修した模擬はく離集成材の

曲げ強度試験の結果を第 3図に示す。この例では無

補修の場合，スパン中央たわみ約 4㎜で破壊を生じ

ていたが，補修を行ったものではこの段階での破壊

は見られず，終局まで健全集成材と同様に推移した。

よって，この補修により，強度性能を健全時と同等

レベルにまで回復することが可能であると考えられ

る。 

まとめ 

・煮沸処理を繰り返し適用した促進劣化により，接

着層におけるせん断強度は低下した。 

・はく離内部から接着剤を注入する補修方法により，

強度性能の回復が可能であった。 

25 年度は接着補修の適用可能範囲，および機械的

補修について検討する。集成材製造時における接着

性能検査の可能性についても検討する。 
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Ⅱ.1.2 木造住宅の腐朽した柱脚接合部を対象とした 

補強効果評価手法に関する研究 
平成 23～24年度 一般共同研究 

耐久・構造 G，普及調整 G，京都大学，住友林業筑波研究所 

 

はじめに 

平成 18 年に建築物の耐震改修の促進に関する法

律が改正され，各地で耐震改修が進められている。

耐震改修の現場は，耐震補強金物を取り付けるなど

耐力壁の壁量不足を補うことが行われているが，柱

や土台が腐朽している場合には，柱脚の引張耐力が

担保されず，耐力壁は十分に機能しない。 

そこで本研究では，腐朽した部材に補強金物を取

り付けた場合，どの程度の腐朽レベルまでであれば

有効に機能するかについての判断の指標とするデー

タの収集を行った。 

研究の内容 

23 年度は強制腐朽処理を 4，8 週間行ったスギ材

で構成した柱脚接合部に，ビス止めタイプの金物を

取り付けた場合の強度を測定した。 

24年度は，同接合部について処理期間を延長して

強度を測定した。また，強制腐朽処理した材を対象

に，ビス 1本当たりの一面せん断試験を実施した。 

(1)柱脚接合部の引張耐力 

スギの柱と土台を個別に，プラスチック容器で培

養した腐朽菌（オオウズラタケ）を容器ごと金物留

めつけ予定位置に接触させて，12，16週の強制腐朽

処理を行ってから接合部を組み立て，引張試験を実

施した（第 1図）。8週処理までは，金物の変形を伴

った破壊であったが，12，16週処理では，金物の変

形以前に，土台側のビスが引き抜けるものが現れた。

腐朽レベルをピロディン®によって評価した結果，土

台側金物周囲の打ち込み深さと最大荷重の関係に負

の相関が得られた（第 2図）。 

(2)ビス 1本当たりのせん断耐力 

土台を新品に交換した場合を想定して，柱側の腐

朽レベルと耐力の関係を得るため，当該金物に用い

たビスの一面せん断試験を実施した（第 3図）。試験

体はスギで，心材のみのものと辺材を含むものを区

別し，腐朽処理期間は 4，8，12，16，20週とした。 

ピロディンの打ち込み深さと最大荷重の関係（第

4 図）においては，辺材試験体では高い負の相関が

得られたが，打ち込み深さが 30mmを超えるあたりか

ら急激に低下する傾向も読み取れた。辺材試験体の

外観は，8 週処理以降で表面割れが観察され，目視

で継続使用すべきではないと判断されるものが大半

であった。心材試験体においても負の相関が得られ

たが，16，20週処理でも外観が変色したのみで，最

大荷重が無処理のものと同程度のものがあった。ま

た，打ち込み深さが大きくとも無処理の最大荷重と

変わらないものもあった。 

まとめ 

腐朽部材に金物を取り付けた場合の耐力につい

て，ピロディンによる打ち込み深さとの関係を得た。

これらの結果から，現場で目視による部材の継続使

用の可否が判断できない場合には，打ち込み深さを

測定する事で残存耐力を裏付けることができるもの

と考えられる。今後は，耐震改修フローを策定し，

耐震改修の効率化に寄与したい。 

 

第 1図 試験の様子 

柱部材 

土台部材 

加力方向 

土台側ビス周囲破断 

ビス 

加力 

方向 

第 1 図 柱脚接合部試験

と破壊形態の例 

第 2 図 荷重と打ち込

み深さの関係 

第 3 図 ビス一面

せん断試験 

第 4 図 ビス一面せん断における荷重

と打ち込み深さの関係 
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Ⅱ.1.3 強制腐朽処理接合部における残存耐力の定量評価に関する研究 

平成 24年度 公募型研究 

耐久・構造 G，普及調整 G，京都大学生存圏研究所 

 

はじめに 

木造住宅を長期にわたって使い続けるためには，

床下や小屋裏の点検を定期的に実施し，腐朽箇所が

発見された場合には，早期に修繕を行うことが必要

である。しかし，腐朽の程度に対応して，どのよう

な補修方法が適切なのかを判断するための科学的根

拠は乏しい現状にある。 

腐朽が構造物の耐震性能にどのように影響する

かを説明するには，構造要素ごとの耐力低下現象を

定量化する必要がある。本研究では，構造物の耐力

低下をモデル化することを目標として，構造要素の

耐力低下現象を評価する方法について検討した。 

研究の内容 

平成 22 年度は，構造躯体を局所的に腐朽する方

法を考案し，23年度は，釘による柱脚接合部を対象

に，この腐朽処理方法が恒温恒湿室だけでなく，通

常の屋外環境においても実施できることを確認した。 

24年度は，これをビス接合部に適用して，ビス 1

本当たりの一面せん断性能について，木材の腐朽度

と残存耐力の関係を明らかにした。 

(1)試験方法 

ビスの一面せん断試験体を対象に局所的に腐朽

させる手法として，小型の腐朽源ユニットを用いた

強制腐朽処理方法を実施した（第 1図）。鋼板をビス

で留め付けたトドマツ心材試験体と辺材試験体を各

60体，合計 120体を用意し，北海道旭川市および京

都府宇治市の軒下環境，ならびに恒温室の 3か所で

心材・辺材試験体の各 20体を強制腐朽処理した。腐

朽処理は 6月中旬に開始し，処理期間は 20週間を最

長として，4 週ごとに心材・辺材試験体を各 4 体取

り出して腐朽の程度を確認してから，正負交番の繰

り返し加力試験に供した。腐朽の程度はピロディン

による打ち込み深さによって評価した。 

(2)試験結果 

心材試験体は 16 週処理以降の最大荷重の平均値

において，無処理試験体との間に 5%水準で有意差が

認められたが，ピロディンの打ち込み深さの平均値

はいずれの処理期間においても無処理試験体との間

に有意差は認められなかった。一方，辺材試験体に

おいては，4 週経過以降において，最大荷重，ピロ

ディンの打ち込み深さの両者に無処理試験体との間

に 5%水準で有意差が認められた。全試験体の最大荷

重とピロディンの打ち込み深さの関係（第 2図）に

おいては，負の相関が得られ，残存耐力の評価指標

としてピロディンの打ち込み深さによる判断の有効

性が確認された。 

まとめ 

ビスの一面せん断性能について，既存の木造住宅

の耐震性能評価，ならびに維持管理に係る補修判断

の根拠となる腐朽の程度と残存耐力の関係を得た。

今後は，様々な腐朽状態が想定されるリフォーム現

場の実状との整合性を高めつつ，他の接合形態につ

いても展開し，最終的には耐力壁の残存耐力を評価

できる体制を目指す。 
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第 1図 強制腐朽処理方法，腐朽処理後の様子および

強度試験方法 

 

第 2 図 最大荷重とピロディンの打ち込み深さ

の関係 
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Ⅱ.1.4 木製遊具における安心・安全と長寿命化に関する研究 

平成22～24年度 重点研究 

居住環境G，耐久・構造G，マテリアルG 

 

はじめに 

 遊具の設置や維持管理を担当する各自治体は，耐

用年数が長く，部材の劣化診断が容易で補修費用の

小さい製品を求めている。そこで，構造の一部に接

合金具を併用することで，安心と安全性の向上を図

った木製ハイブリッド遊具（以下，ハイブリッド遊

具）の開発を行った。  

研究の内容 

平成 22 年度は，ハイブリッド遊具の一次試作を

行い，旭川市内の保育園に設置した。 

23 年度は，一次試作遊具の改善点についての検討

と部材の劣化調査を進めた。また，既設木製遊具に

おける柱脚部補修金具の新規開発を行った。 

24 年度は，ハイブリッド遊具の二次試作とライフ

サイクルコスト（以下，LCC）の試算を行うとともに，

得られた成果について関連団体および企業向けの配

付資料を作成した。 

(1)ハイブリッド遊具の二次試作 

 一次試作遊具の改良型を旭川市の「新旭川保育所」

に試験設置した（第 1図）。柱脚金具は，施工性を向

上させるため，基礎の中に埋め込む形式に変更した。

床はユニット化し，接合金具を用いて梁に固定する

ことで，床梁の耐久性向上を図った。また，一次試

作で採用した鋼製支柱によるコア構造は，コストダ

ウンのため廃止し，筋かいを取り付ける一般的な軸

組とした。 

(2)ハイブリッド遊具の LCC 

ハイブリッド遊具の LCC は，塗装費用が大きく影響

し，鋼製遊具には及ばなかったが，従来の木製遊具

との比較では 2割以上の低減が見込まれた。 

 また，遊具補修を含む費用が地域にもたらす経済

波及効果について検討した結果，木製遊具では鋼製

遊具との LCC の差額以上の生産誘発額が地域内に生

じ，特にハイブリッド遊具では，粗付加価値額でも

差額以上の効果が生じるという新たな知見を得るこ

とができた。 

(3)配付資料の作成 

 2 回の試作で得られた知見は，「木製遊具の耐久性

向上を図る設計資料集」に取りまとめた。また，遊

具の連続した補修履歴を整理することで，経年劣化

状況の把握や補修時期を判断するための「遊具メン

テナンス履歴データベース」を作成し，この二つを

道内自治体および関連企業に配布した。 

まとめ 

主要構造の納まりを見直すことで，耐久性とメン

テナンス性の向上を図ったハイブリッド遊具の開発

を行った。また，「設計資料集」として成果を小冊子

に ま と め ， 林 産 試 HP で も 公 開 し た 。

（http://www.fpri.hro.or.jp/manual/mokuyugu/mo

kuyugu.htm） 

 研究の成果は遊具だけでなく，屋外構造物や道路

施設などへ応用可能であることから，関連団体・企

業へ広く情報発信に努め，更なる普及を図る。なお，

ハイブリッド遊具は，道内自治体の 25年度新規遊具

に採用され，今夏完成予定である（第 2図）。 

第 1図 木製ハイブリッド遊具（平成 24年度） 第 2図 木製ハイブリッド遊具（平成 25年度）
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Ⅱ.1.5 長期間の実使用環境下における構造用合板の耐久性評価 

平成23～25年度 経常研究 

生産技術G，耐久・構造G，居住環境G 

 

はじめに 

長期優良住宅の普及推進により，耐久性・耐震性

に優れた高性能な住宅が要求されている。合板等の

木質面材料は，これまで屋外暴露試験や促進劣化試

験により耐久性を評価しているものの，実際の住宅

の構造部材として使用した場合の耐久性について

は，ほとんどデータが得られていない。本研究では，

実際の住宅に使用された構造用合板やその接合部の

各種性能を調べるとともに，促進劣化試験の結果と

比較することによる劣化推定の可能性を検証した。 

研究の内容 

平成 23 年度は，住宅の床下地に使用された合板

（JAS1 類，以下解体合板）について接着性能を調査

するとともに，性能低下を数値化する手法を検討し

た。また，促進劣化処理による性能低下を調べ，実

用環境の結果と比較した。その結果，実用環境，促

進劣化試験ともに，合板密度が高いほど性能低下が

顕著となり，両者には類似した傾向が認められた。

両者の性能低下を曲線で近似することで，促進劣化

処理の回数を住宅部材としてのおおよその使用年数

に換算できる可能性が示された。 

24 年度は，接着性能に加えて各種の強度性能の低

下について検討した。採取した解体合板は昨年度と

同様の 12mm 厚 5プライ構成の JAS1 類合板である。

促進劣化処理は，市販の JAS1 類合板について，「4

時間煮沸→60℃で 20時間乾燥」を 1サイクルとし，

これを 2，4，6サイクル繰り返し行った。採取した

解体合板および促進劣化処理した合板について，曲

げ性能および面内せん断性能を評価した。 

 曲げ性能，面内せん断性能ともに，解体合板の分

布は新品合板とは異なっており，長期使用による性

能低下が認められた。解体合板や促進劣化処理した

合板は，新品合板よりも曲げ試験時にせん断破壊す

る割合が非常に高く，接着性能低下の影響が示され

た。促進劣化処理した合板では，煮沸処理回数の増

加とともに各種性能が低下したが，合板密度と性能

低下の間には明確な傾向は認められなかった（第 1

図）。これらはいずれも剛性よりも強度において性

能低下が顕著であり，実用環境とほぼ同様の傾向を

示した。実用環境と促進劣化試験の残存率を比較す

ることで，煮沸処理の劣化と同程度の劣化を引き起

こすおおよその使用年数を算出可能であることが示

された（第 2図）。 

まとめ 

実用環境と促進劣化試験での各種の強度性能試

験結果から，種々の強度性能に関しても，劣化処理

回数を使用年数へ換算できる可能性が示された。今

後は，釘一面せん断性能等の劣化を調べるとともに，

合板単体としての劣化に加えて，床構面等の構造体

としての劣化推定についても検討する。また，50年

以上の長期使用後の各種性能低下を推定する手法の

検討を行う予定である。 
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（促進劣化試験） 第 2図 処理回数または使用年数と残存率の関係 
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Ⅱ.1.6 大空間に対応可能な国産組立梁の開発 

平成24年度 一般共同研究 

生産技術G，耐久・構造G，性能部長，全国LVL協会 

 

はじめに 

長期優良住宅や木造公共建築物の建設が推進さ

れ，従来よりも大きな空間を効率的に実現する床組

構造のニーズが高まっている。また，林業再生と人

工林資源の活用に向けて国産材の需要拡大と自給率

向上への取り組みが進められているが，剛性が求め

られる横架材の自給率は 1割に満たない。さらに，

共同住宅や福祉施設等の建築物では，従来の住宅規

模で一般的な 3～4m の床組スパンから，6～9m とい

った大スパンへの対応が求められ，国産材による高

性能な横架材の選択肢は限られている。そこで，大

スパンに対応可能な横架材の開発を目的として，国

産カラマツ単板積層材（LVL）を用いた高性能な組立

梁を開発した。 

研究の内容 

簡易な治具を考案しながら，単板積層材を接着剤

と高耐力ビスにより緊結して組立梁を試作した。住

宅用途の 6～7m スパンを想定したⅠ形梁（幅 114×

梁せい 356mm）と非住宅用途の 8～9m スパンを想定

した箱形梁（幅 180×梁せい 550mm）を試作した。

断面形状を第 1図に示す。両形式ともにウェブの国

産カラマツ LVL として，弱軸方向の膨潤収縮と面外

変形の抑制に有効な直交単板（2層）を含む LVL（厚

さ 38mm，全 12 層）を用いた。フランジとウェブの

接着接合には，充填性があり圧締が容易なウレタン

系樹脂接着剤を用いた。フランジとウェブをつなぐ

ビスは，ビスの全長とねじ部長さを考慮して圧締効

果に優れたものを選択した。 

組立梁の強度性能を把握するために，実大強度試

験を行った。Ⅰ形梁では曲げ試験を 5700mm スパンの

3等分点 2点荷重，せん断試験を 2700mm スパンの 3

等分点 2点荷重，箱形梁では曲げ試験を 8800mm スパ

ン・荷重点間800mmの 2点荷重，せん断試験を2760mm

スパンの中央集中荷重で行った。曲げ試験ではいず

れの試験体もウェブの曲げ破壊とフランジの引張破

壊が同時に起きており，せん断試験ではすべてウェ

ブの水平せん断破壊が起きた。フランジとウェブ間

で測定した相対変位も微量であり，フランジとウェ

ブの挙動には連続性があることが確認された。 

得られた力学特性値を第 1表に，実用スパンのた

わみ計算値を第 2表に示す。Ⅰ形梁では住宅床用の

積載荷重（1800N/m2）と固定荷重（600N/m2），箱形

梁では事務室床用の積載荷重（2900N/m2）と固定荷

重（800N/m2）を用い，たわみ制限は 10mm 以下とし

た。ピッチに応じてⅠ形梁では 6.37～7.28m，箱形

梁では 8.19～9.1m スパンで利用可能であることが

確かめられた。 

まとめ 

開発製品は LVL メーカーによる製品化，住宅メー

カーによる大空間仕様の住宅床梁としての採用が実

現した。開放的な大空間と可変性の高い間取りを実

現する国産構造材として普及展開を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 国産組立梁の断面形状

第 1表 組立梁の力学特性値 
Type  Mmax(kN･m) Qmax(kN) EI(kN･m2) GA(kN) 

Ⅰ形梁 平均値 68.8 55.2 3380 6450 
 変動係数 11.8% 6.9% 1.4% 3.7% 
 下限値 48.7 45.8   

箱形梁 平均値 327 174 29500 29000 
 変動係数 6.1% 6.5% 2.6% 7.7% 
 下限値 277 146  

※Mmax：最大曲げモーメント，Qmax：最大せん断力，EI：曲げ剛性，GA：せん断剛性，下限値：

正規分布仮定による信頼水準 75%の 5%下限値。 
 
第 2表 実用スパンにおけるたわみ計算値 

Type p(mm) L(mm) δc(mm) Rs(%) 
Ⅰ形梁 455 6370 7.6 13 

 303 7280 9.0 10 
箱形梁 910 8190 8.5 13 

 606 9100 8.9 11 
※p：梁のピッチ，L：梁のスパン，δc：中央たわみ，Rs：δcに占めるせん断成分の比率。 
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Ⅱ.1.7 道産材を用いた枠組壁工法用製材の性能評価と利用技術の開発 

平成24～26年度 経常研究 

生産技術G，製品開発G，耐久・構造G，性能部長 

 

はじめに 

これまで輸入材で供給されてきた枠組壁工法分

野でも，国産材利用が全国で進められている。新築

木造住宅の約 3割を同工法が占める北海道でも，道

内製材工場の JAS 認定取得数が増加し，供給体制の

整備が進みつつある。しかし，北米製材をベースに

制定された現行の同工法用製材の JAS では，国産樹

種の特性や実性能が適切に反映されていない。さら

に，カラマツ等が属する樹種群では年輪幅規定によ

り多くの製材が下位等級に区分され，使用部位が制

限されて不利な設計条件となるおそれもある。そこ

で，道産材を用いた同工法用製材の合理的で適切な

構造的利用を進めるため，道産製材と構造用面材の

材料性能，構造体の構造性能に関するデータ整備な

らびに適切な設計・利用条件の検討を行っている。 

研究の内容 

24 年度は，道内製材工場で量産した道産カラマ

ツ・トドマツ製材（寸法型式 204：38×89mm）を対

象として，力学特性試験（曲げ・引張・縦圧縮・め

り込み試験）を「枠組壁工法建築物構造計算指針」

の試験方法に準じて行った。得られた特性値は ASTM 

D1990-07 に従って含水率 15％に補正した。各特性値

の統計的下限値（対数正規分布仮定による 5％下限

値）を第 1図に示す。カラマツの下限値については，

特級の曲げ強さを除き，現行 JAS で所属する樹種群

Hem-Tam の基準値を大きく上回っている。また，枠

組壁工法用製材の主流である北米産製材の樹種群

SPF の基準値に対しては，曲げ強さは総じて下回る

ものの，その他の特性値では大きく上回っており，

現行の樹種区分ではなく，カラマツの実性能に基づ

く新たな樹種群の必要性が示された。 

一方，トドマツの下限値については，現行 JAS で

所属する樹種群 SPF の基準値と概ね同程度であり，

トドマツの現行の樹種群設定は妥当と考えられる。 

道産製材の主力となる小断面の 204 材や 206 材の

利用部位は，壁組のたて枠材や屋根トラス部材が想

定され，それらの用途に重要な圧縮強さや引張強さ

は両樹種ともに十分であり，これまで利用されてき

た北米産製材と同等に施工可能であると考えられる。 

また，カラマツの年輪幅規定を検討するため，年

輪幅が 6mm 以上で甲種 3級に判定された試験体を甲

種 2級に組み入れて，甲種 2級＋として下限値を求

めた。その結果，甲種 2級＋でも，圧縮強さや引張

強さは SPF を上回っており，年輪幅規定を緩和して

も実用上十分な性能を有することが示された。 

まとめ 

本成果をもとに，枠組壁工法製材の JAS 改正に関

する基準検討事業（林野庁補助事業：全国木材協同

組合連合会）において，カラマツに関する樹種群の

基準値の新設，年輪幅規定の緩和を提案した。引き

続き，道産部材の材料性能データの充実，構造体の

構造性能データの収集を進める予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 道産製材の力学特性の統計的下限値（カッコ内の数字は試験体数） 
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Ⅱ.1.8 運動床温水床暖房システムにおける利用法の変化に伴う対応法の開発 

平成24年～26年度 一般共同研究 

製品開発G，耐久・構造G，技術支援G，サンポット(株) 

 

はじめに 

運動床温水床暖房システムは，林産試とサンポッ

ト(株)が共同開発した製品で，これまでに多くの屋

内運動施設に導入され，現在も施工実績を伸ばして

いる。近年，屋内運動場の利用形態が多様化し，床

上を様々な重量物が移動する機会が増え，それに伴

い床に何らかの損傷が発生するケースも見受けられ

るようになった。本研究では，それら床の利用方法

や損傷の程度などを調査し，運動床利用の実態を把

握するとともに，床の損傷を防止するための床部材，

床構成などを検討・開発する。 

研究の内容 

平成 24 年度は既存屋内運動床 5 物件の現地調査

を実施し，現状の把握と障害発生メカニズムの検討

に取り組んだ。調査実施に当たっては調査項目なら

びに調査方法の整備・標準化も念頭に置いた。 

 現地調査において障害の確認された事例と，検討

結果を略説する。 

 (1)多目的運動床（耐荷重仕様）での障害発生例 

 設計段階でコンサートや催事などの利用予定があ

り，本来の運動目的以外での利用が想定され，舞台

装置や音響機器などの重量物が搬入出されることを

見越して予め耐荷重仕様とされた運動床での現地調

査を行った。床上では局部的な床の沈み込みと，床

鳴りが確認された。床下地構成においては，第 1図

に示すような支持部材の破損が観察された。設計荷

重は 2ton/m2 とのことであったが，荷物の搬入出に

は電動フォークリフトが使用されており，このリフ

トが荷物を積んで移動する際の過荷重が下地の破損

を招いたものと考えられる。 

 (2)床暖房仕様運動床での障害発生例 

 移動式バスケットゴール（重量 1.38ton）の移動

により，第 2図に示すような体育館用積層フローリ

ングの接合部付近で表面ピースに割れやはく離とい

った損傷が発生した。床暖房仕様の積層フローリン

グは，接合部が相欠きとなっており，バスケットゴ

ールのキャスターなどの荷重点が移動する場合，接

合部で段差を生じる可能性があり，そこにキャスタ

ーが衝突することが障害発生の一つの因子と考えら

れる。また同様の床暖房仕様運動床において，キャ

スター数の多いバスケットゴールを使用している施

設では障害の発生がないことから，床仕様と使用機

材との組合せで障害発生を防止できる可能性がある

と考えられる。 

まとめ 

 これら現地調査でのデータを分析し，再現実験等

によって損傷の発生メカニズムを明らかにすること

で，運動床における障害発生の防止を図るべく，構

成部材の開発や適正な利用形態の提案を行っていき

たい。 

     

第 1図 耐荷重仕様運動床での構成部材破損例             第 2図 フローリング損傷部位の調査 

破損部位 
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Ⅱ.2.3 公共建築物の内装木質化を促進する道産木質防火材料の開発 

平成 23年～25年度 重点研究 

耐久・構造 G，生産技術 G，バイオマス G，普及調整 G 

（協力 道総研北方建築総合研究所，厚浜木材加工(協)，昭和木材(株)，下川町森林組合） 

 

はじめに 

「公共建築物等木材利用促進法」が施行され，道

内の公共建築物等について，地域材による木造化お

よび内装の木質化が進められている。対象となる建

築物は，防火制限が適用されることが多いため，内

装の木質化には，木質の防火材料が必要になる。 

一般的な木質防火材料は，薬剤の注入によって基

準の防火性能を付与した木材（防火木材）であるが，

道内の主要な地域材であるカラマツ材およびトドマ

ツ材は，難注入性のため，必要な薬剤量を注入でき

ず，現在まで道内企業による製品化事例はない。本

研究では，トドマツ・カラマツ材を用いて，高品質・

低価格な防火木材の標準的な生産技術を確立する。 

研究の内容 

(1)前年度までの経過 

23年度は，カラマツ材とトドマツ材について，薬

剤注入量を増加させる方法を検討し，処理に用いる

木材の厚さを通常よりも薄くすることが有効である

ことが分かった。また，施工後の防火木材で問題に

なっている薬剤の析出については，薬剤の種類，薬

剤注入量，相対湿度との関係を把握した。 

(2)防火木材の材料構成の検討 

前年度の結果に基づいた注入処理条件で得られ

た処理木材（厚さ 6.5mm，8.5mm，12.5mm）を用いて，

第 1図に示す構成の試験体を作製し，基準性能が得

られる薬剤注入量を検討した。試験は発熱性試験を

適用し，難燃材料および準不燃材料の性能を評価し

た。 

試験結果の一例として，難燃材料の評価項目であ

る 5分間総発熱量を第 2図に，準不燃材料の評価項

目である 10分間総発熱量を第 3図に示す。試験の結

果，難燃材料は全ての構成において薬剤注入量

80kg/㎥以上で，準不燃材料は複層構成において薬剤

注入量 110kg/㎥以上で製造可能であることが分か

った。 

(3)薬剤析出の抑制技術の開発 

前年度の結果を基に選定した薬剤を使用して，難

燃材料および準不燃材料を想定した処理木材を作製

し，それらを用いて，塗料の薬剤析出の抑制効果を

検討した。試験の結果，ウレタン樹脂系塗料は，高

湿度環境（温度 30℃，湿度 80，90%RH）において，

処理木材の吸湿速度を低下させ，薬剤の析出抑制に

有効であることが分かった。 

まとめ 

24年度は，カラマツ材およびトドマツ材を用いた

防火木材について，準不燃材料，難燃材料の性能を

有する製品の材料構成を明らかにした。更に，施工

後の防火木材で問題となっている薬剤の析出につい

て，薬剤の種類の選定および表面の塗装により，

90%RH までの湿度環境で抑制できることが分かった。 

25 年度は，上記の材料構成の防火木材について，

品質管理，製造コストを考慮した生産工程を検討す

るとともに，実証試験により施工後の薬剤析出等の

有無を確認する。 
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第 1図 試験体の材料構成 第 2図 薬剤量と 5分間総発熱量の関係 

 

第 3図 薬剤量と 10分間総発熱量の関係 

難燃材料 

の判定値 

準不燃材料 

の判定値 

単層 12.5mm 複層 13mm 

（6.5mm+6.5mm） 

複層 15mm 

（8.5mm+6.5mm） 

複層 17mm 

（8.5mm+8.5mm） 

○：単層 12.5mm 

●：複層 13mm 

▲：複層 15mm 

■：複層 17mm 

 

○：単層 12.5mm 

●：複層 13mm 

▲：複層 15mm 

■：複層 17mm 
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Ⅱ.2.6 積雪寒冷地域における道産木材の耐候性の向上 

平成22～24年度 経常研究 

居住環境G，生産技術G 

 

はじめに 

 道産木材を屋外で利用していく上で，木材表面を

劣化から保護するための塗装は重要な役割を担って

いる。積雪寒冷地域では，冬季に凍結融解の影響を

受けることから，この影響を考慮した耐候性能の把

握が必要とされている。 

本研究では，各種木材用塗料の道産木材に対する

耐候性能を，屋外暴露試験を通して明らかにすると

ともに，積雪寒冷地域での利用に適した塗装処理を

短期間で把握するための促進耐候性試験方法につい

て検討した。 

 

研究の内容 

 平成 22年度は，冬季施工が塗装木材の塗膜の劣化

に及ぼす影響を検討した。カラマツ，トドマツ材に

各種木材用塗料（水性 8種類，油性 3種類）を塗布

し，積雪が始まる 12月に屋外暴露試験を開始した。

冬季の屋外暴露試験 3ヵ月後には，一部の塗料（水

性 1種類，油性 1種類）において，塗膜のはがれが

観察された。一方で，塗膜の劣化が観察されない塗

料も多く存在し，積雪寒冷地域での利用に適した塗

料の存在が明らかになった。 

 23 年度は，木材の表面仕上げの違い（プレーナー

仕上げ，及び P60，P150 のペーパーサンディング仕

上げ）が，塗膜の耐候性能に及ぼす影響を検討し，

P60 でのペーパーサンディング仕上げの塗膜の耐候

性能は，他の処理に比べて高くなる結果が得られた。 

 24 年度は，積雪寒冷地域における木材用塗料の耐

候性能を短期間で把握することを目的として，耐凍

害性の評価方法を検討するとともに，キセノンラン

プ法（JIS K 5600-7-7）による促進耐候性試験と積

雪寒冷地域での屋外暴露試験との比較を行い促進性

を検討した。試験体には，各種木材用塗料（水性 8

種類，油性 3種類）を塗布したカラマツ材を用いた。 

 耐凍害性の評価として，凍結融解繰り返し試験を

実施した。塗装試験体の暴露面が水面に接するよう

にして浮かべ，20℃（5時間），続けてマイナス 10℃

（5 時間）の温度サイクルを 1 サイクルとして，10

サイクル実施した。第 1図に凍結融解繰り返し試験

後の塗膜のはがれ割合を示す。塗膜のはがれが観察

された塗料は，屋外暴露試験においても凍害の影響

を受けた塗料であり，本試験方法は，耐凍害性の有

無を把握するのに適していると考えられた。 

キセノンランプ法による促進耐候性試験では，促

進性の向上を図るため，JIS 規格で行われる放射強

度（60W/m2，300～400nm）の 2 倍の照度（120W/m2，

300～400nm）で試験を実施した。促進耐候性試験を

0，250，500，750，1000 時間実施後に撥水度の測定

を行い，屋外暴露試験 2年後（暴露条件：南向き水

平暴露）の撥水度と比較した結果，750 時間後の値

が最も相関性が高くなった。屋外暴露試験 2 年間

（17520 時間）が，促進耐候性試験 750 時間に相当

することから，促進倍率は約 23倍と推定された。 

 

まとめ 

 屋外暴露試験を通して，積雪寒冷地域での利用に

適した塗料を把握した。凍結融解繰り返し試験や高

照度条件でのキセノンランプ法を実施することで，

耐凍害性や長期的な耐候性能を短期間で把握できる

可能性が示唆された。また，木材表面を粗く仕上げ

る処理を施すことで，塗装後の耐候性能は向上する

可能性が示唆された。 

今後は，本課題で得られた塗装処理や促進試験方

法に関する知見を，道産材を利用した木製品（木製

サッシや木質外装材等）の開発に役立てる。 

 

第 1図 凍結融解繰り返し試験 10 サイクル後の塗膜のは

がれ割合 
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Ⅱ.2.8 ミリ波・マイクロ波を用いた住宅構造体の非破壊診断装置の開発 

平成 23～24年度 公募型研究 

普及調整 G，耐久・構造 G，京都大学（主管），関東学院大学，前橋工科大学，富山木研 

 

はじめに 

本研究では，主として木造住宅の大壁などの構造

体内部で進行する腐朽や虫害などの生物劣化，劣化

を誘発する結露や木部含水率の状態，さらには筋か

いや金具の配置状態を非破壊・非接触で診断するた

めに，中心周波数を 20 GHz（マイクロ波とミリ波の

境界周波数帯）とする小型診断装置の開発を目的と

する。林産試験場では，腐朽した住宅部材・構造体

モデルの作製およびそれらを用いた診断装置の性能

評価を担当した。 

研究の内容 

平成 23 年度は，腐朽モデル試験体を作製するた

めの方法として脱気密封機（フードシーラー）で腐

朽材をラッピングする方法（以下，ラッピング法）

を開発した。24年度の試験内容と得られた成果の概

要は以下のとおりである。 

(1)腐朽モデルの作製  

 構造体の腐朽モデルを検討するにあたり，腐朽箇

所を任意に選択でき，繰り返しの使用を可能とする

ため，一定期間，腐朽後の湿潤状態を保持できる「腐

朽モデル試験体」の作製を検討した。まず，カラマ

ツ単板あるいはトドマツ挽板（3×100×100mm）を

所定期間（3，6，9，12週間），オオウズラタケで強

制腐朽させ，腐朽程度（質量減少率）の異なる試験

体を作製した。これらをラッピング法により密封し，

一定期間，腐朽の状態や含水率を固定できるかどう

かを検証した。その結果，いずれの樹種においても，

少なくとも密封後 28日間は，腐朽の進行はほとんど

見られず，含水率も維持できることがわかった。 

(2)開発した診断装置の腐朽検出に関する性能評価 

 住宅壁内の腐朽部位の検出を想定し，腐朽の程度

が異なる湿潤試験体または乾燥試験体※を石膏ボー

ドに貼り付けてその電磁波反射波強度を測定した

（第 1図）。その結果，以下のことが明らかとなった。 

・湿潤試験体の方が反射波強度は大きかった。 

・試料をボードの前面に貼り付けた場合と背面に貼

り付けた場合で反射波強度が最大となる位置が異な

ったことから，劣化の奥行方向の位置を検出できる

ことが示された。 

・試料が水分を含んでいる場合，試料の形状を検出

できることがわかった（第 2図）。 

※湿潤試験体：腐朽菌暴露終了後，そのまま密封

乾燥試験体：腐朽菌暴露終了後，乾燥して密封 

まとめ 

 本研究で検討・開発した構造体腐朽モデルにより，

ミリ波・マイクロ波を用いた非破壊診断装置の性能

評価が容易になり，実用機開発の迅速化に資するこ

とができる。また，床部の非破壊診断装置としての

応用開発にも本成果が活用される。 

 木材・木質材料および構造体の診断装置として使

用するためには，さらに分解能，検出速度，画像処

理等を検討する必要があり，今後も実用化に向けた

研究を継続する予定である。 

図3 湿潤試料：A7W 奥行方向330mmの反射波強度分布画像

図3 湿潤試料：A7W 奥行方向330mmの反射波強度分布画像

 

 

第 1図 開発した非破壊診断装置 第 2図 腐朽モデル試験体の電磁波反射強度 
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Ⅱ.3.1 良質な木造共同住宅のためのローコスト高性能遮音工法の開発 

平成 23年～25年度 重点研究 

居住環境 G，道総研北方建築総合研究所（主管），道総研工業試験場 

(独)建築研究所，(独)産業技術総合研究所，(一財)日本建築総合試験所 

 

はじめに 

木造共同住宅の床および壁の遮音性能は，多くの

入居者の不満となっており，音環境の向上が求めら

れている。本研究では，木造住宅の床の遮音性能を

向上し良質なストック形成に寄与するため，木造住

宅にはほとんど普及していない緩衝系工法に着目し

て，遮音性能の向上効果を解明し，性能予測手法の

確立及び工法開発を行う。 

研究の内容 

平成 23 年度は，枠組壁工法床に乾式二重床を施

工する場合に，乾式二重床上面への質量と剛性の付

加が，遮音に効果があることがわかった。その場合

に，重量衝撃音に対しては，30kg/m2の質量を付加す

ることが必要であることが明らかになった。 

24年度は，RC造床 150mm同等性能であるタイヤ衝

撃音レベルで Li,Fmax,r 65以下，ゴムボール衝撃音

レベル Li,Fmax,r 55以下，軽量床衝撃音レベル Li,r 

55以下を目標にし，カラマツ材やシラカンバ材など

地域木材の活用を考慮し検討した。第 1表の床仕様

を（独）建築研究所の試験室に施工し，床衝撃音レ

ベル，床と天井の振動加速度レベルを測定した。 

Aシリーズは市販の遮音マット 12mmと複合フロー

リング 12mmで面密度を重視し，Bシリーズはカラマ

ツ合板 24mmとシラカンバ複合フローリング 15mmで

剛性を重視するタイプである。両床仕様は，A01 を

除き目標に達する遮音性能が得られた。重量衝床衝

撃音レベルは，タイヤとボールとも 63Hz帯域で A02

より Bシリーズが若干大きくなった（第 1図）。B01

においては，二重床上の加振点床上の衝撃時のたわ

みは A02 が B01 の 3 倍程度になっており，A02 の天

井の振動加速度レベルが，63Hzで若干小さくなった

ことから，A02 では，二重床面と天井面の間の効果

で振動が小さくなり，63Hz 帯域においてその効果が

高かったと推察された。Bシリーズの性能向上には，

これらについて検討する必要がある。 

天井の緩衝系材料としての Resilient channel 

に関しては，250Hz帯域以上で効果が見られた。 

まとめ 

良質な木造共同住宅を普及させるために床衝撃

音遮断性能を向上する基礎的な実験を行った。その

結果，乾式遮音二重床部分に，シラカバフローリン

グ及びカラマツ合板を使用した床構造が，遮音マッ

ト仕様とほぼ同等の遮音性能が得られ，おおよそ目

標の性能を得ることができた。 

第 1図 ゴムボール衝撃音での床仕様の違い 

による床衝撃音レベル 
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 天井構成 ベース床 二重床構成 床仕上 

Base 
①＋② 

⑥ 

＋ 

⑦ 

＋ 

⑧ 

 

－ 

⑫ A01 
⑨＋⑩ 

A02 
①＋③＋③ 

B01 

⑨＋⑪ ⑬ 
B02 ①＋③＋③＋④ 

B03 ①＋③＋③＋⑤ 

B04 ①＋③＋⑤ 

天井根太①：206 材 140mm@455 天井材②：せっこうボー
ド 12.5mm ③：強化せっこうボード 15mm 天井下地④：
Resilient channel ⑤：試作 Resilient channel 吸音材⑥：
GW24K-100mm 床材⑦：合板 15mm フローリング 12mm 
床根太⑧：210 材 235mm@455⑨二重床基部：パーティクル
ボード 20mm 二重床下地材⑩：遮音マット ⑪：カラマツ
合板 24mm 床仕上げ⑫：複合フローリング 12mm（汎用品）
⑬：シラカンバ複合フローリング 15mm 

第 1表 測定床仕様 
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Ⅱ.3.2 木質材料からのアルデヒド類放散特性の解明と安全性評価 

平成 22年～24年度 受託研究 

居住環境 G（委託者 (独)森林総合研究所） 

 

はじめに 

 平成 15年に建築基準法が改正され，ホルムアルデ

ヒド放散建材の規制，換気設備の義務付けにより，

室内空気質は大幅に改善された。一方，平成 21年に

刊行された「日本建築学会環境基準 アセトアルデヒ

ドによる室内空気汚染防止に関する濃度等基準・同

解説」は，木材ならびに木質材料が室内における主

なアセトアルデヒド放散源であると指摘した。本研

究では，木質建材からのアルデヒド放散に影響を及

ぼす環境因子を解明することによって，厚生労働省

室内濃度指針値に対する木質材料の安全性を明確に

することを目標とした。 

研究の内容 

 平成 22年度は，市販パーティクルボード・MDF(い

ずれも Uタイプ)・インシュレーションボード・ハー

ドボードと当場で試作した合板のアセトアルデヒド

放散挙動を 4週間にわたり測定した。 

 23年度は，前年度に引き続き市販パーティクルボ

ード・MDF(いずれも Mタイプ)，当場で試作したトド

マツ合板のアセトアルデヒド放散量を 4週間にわた

って測定した。2 週間経過後には全ての試験体で放

散速度が 10 μg/m2･h 以下となった。また，異なる

温度条件下において，アセトアルデヒド放散速度は

測定初期には温度が高いほど大きい値を示したが，2

週間後にはほぼ等しい値を示した。一方，異なる相

対湿度条件下では実験期間を通して温度が高いほど

大きい放散速度を示した。 

 24年度は，小形チャンバーを用いて，試料負荷率

(放散面積を測定容器の容積で除した値，L)がアセト

アルデヒド気中濃度に与える影響を検討した。ホル

ムアルデヒドの場合，気中濃度の逆数(1/C)と換気回

数を試料負荷率で除した値(n/L)の間には直線の関

係があることが知られている。アセトアルデヒドで

も同様の関係が認められたが，第 1図に示したよう

に，Cと L/n間にも直線の関係が同時に認められた。

この関係は，アセトアルデヒドの放散速度が気中濃

度の影響を受けにくいことを示している。このこと

から，異なる放散速度の材料を設置したときの気中

濃度は、各材料を単独で設置したときの気中濃度の

総和になると考えられた。 

そこで、小形チャンバー法で測定したトドマツ合

板と市販複合フローリングを試験室(床面積 30.2 

m2，天井高 2.4 m)内に単独で設置した場合の気中濃

度を推定した。これらの値を合算して試験室内の推

定気中濃度とした。試験室の気中濃度は 22μg/m3で

あり，推定値は実測値とおおよそ一致した(第 1表)。

また，その値はアセトアルデヒド気中濃度の厚生労

働省指針値(48 μg/m3)を下回った。 

まとめ 

本研究では，小形チャンバー法の結果から実大空

間でのアセトアルデヒド気中濃度の推定を可能にす

るとともに，木質内装材の安全性を確認した。この

結果は森林総合研究所において，木材と室内空気質

関連の基礎的な資料として活用される予定である。 

   第 1表 小形チャンバー測定値と試験室での推定気中濃度 

 小形チャンバー 試験室 

放散速度 

(μg/m2·h) 

試料 

負荷率 

(m2/m3) 

推定 

気中濃度 

(μg/m3) 

トドマツ内装合板 14   0.54 15 

複合フローリング 4   0.41 3 

試験室 -  0.95 18 
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第 1図 L/nと気中濃度の関係 
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Ⅲ.1.2 道産広葉樹資源の育成に向けた人工林材の材質調査 

平成 22年～24年度 経常研究 

マテリアル G，バイオマス G 

（協力 道総研林業試験場，空知総合振興局森林室，胆振総合振興局森林室，東京大学北海道演習林） 

 

はじめに 

北海道産の広葉樹は建築内装，家具材といった用途

が多く，道内外で高い評価を得ている｡しかし，従来の

原料である天然林資源の減少，昨今の国際原木市場の

不安定さから，業界では原料不足が危惧されている。

このため，道内で持続的に利用できる広葉樹材供給

源として人工林育成を検討する必要がある。 

道内では，戦前から用材目的でヤチダモ，ウダイ

カンバ等の造林が行われていたが，戦後の針葉樹造

林拡大の陰で衰退し，施業方針が定まらず放置されて

いる林分が多い。収穫可能な太さに達している造林木

もあるが，利用上必要な材質に関する情報がほとんど

ない。そこで本研究は木材利用を目指した広葉樹人

工林整備に向けた基礎資料の作成を目的に実施した。 

研究の内容 

 平成 23 年度はヤチダモ人工林材の強度試験を行

い，強度は天然林材と同等の結果を得た。24年度は

ウダイカンバについて検討を行った。 

(1)複合フローリング用の原木価格試算 

今後資源化を強く促すためには，付加価値の高い

製品・用途が求められる。そこで，突き板製品にか

かるコスト調査を実施し，穂別産ウダイカンバにつ

いて同用途向け原木価格を試算した。複合フローリ

ング小売価格 12,000 円/m2時の原木価格購入上限額

を推定した結果，73,260 円/m3であった（第 1 図）。

フリッチからの単板歩留まりが 50％得られる材（突

板工場での採算ライン）であれば，銘木市で取引さ

れる材と同様に扱える可能性を見出した。 

(2)ウダイカンバ材の成長量調査 

 穂別（道有林：人工林，57 年生），富良野（東大

演習林：山火事跡地再生林，100 年生）より採取し

た円板を用いて分析を行った。その結果，両者の成

長量は異なるが初期にピークを迎え，20～40年以降

においては 1～2mm と同様の傾向で，髄から 20～30

年目以降の年輪幅では穂別産が高めに推移していた。

また，適正に管理されている穂別産について間伐時

期との対比でみると，その効果が肥大成長に反映さ

れている可能性が認められた（第 2図）。辺材の年数

は直径成長の大小に関わらず穂別産では約 40年，富

良野産では約 50年前後と概ね一定であり，心材形成

開始は材部細胞が形成層から分裂してからの年数と

の関係が強いことが示唆された（第 3図）。 

まとめ 

ヤチダモについては強度の面で天然林材と同等

に扱える可能性があること，ウダイカンバについて

は適正に管理された林分であれば施業の効果が認め

られると考えられることから，これらを林務行政，

普及組織を通じて指導林家などに対し情報提供を行

うことで資源化の促進が期待される。なお，限られ

た試料の調査であることから，サンプル数を増やし

て施業と成長量の関連，ウダイカンバの価値を位置

づける心材形成の要因解明を進めるためにも，今後

も引き続き調査が必要である。 
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第 1図 ウダイカンバ（流通名:メジロカバ）
複合フローリング原価構成（聞き取
り・推定） 

第 3図 円板径と辺材の幅と 
年輪数の変化 
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販売管理費 ¥1,336

木代金 ¥330

原木購入可能額の算定

■算定条件
・原木径 34c m
・フリッチサイズ 26c m角
・原木歩留まり ５８％
・突き板歩留まり ５０％
・製品歩留まり ７６％

■算定方法
・製品価格 12000円／枚
から製造経費他を差し引く

・木代金算出

・原木歩留まりからｍ
3

単価
に割返す

■結果

・７３，２６０円／ｍ
3

第 2 図 ウダイカンバの年輪の
変動 
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Ⅲ.1.3 原木横断面内における材質分布の非破壊評価手法の開発 

平成 24年～25年度 経常研究 

生産技術 G，耐久・構造 G 

（協力 鳥取大学，道総研林業試験場，北海道水産林務部森林活用課，佐呂間町） 

 

はじめに 

林木の成長過程や施業履歴の違いによる横断面

内の材質変動が把握できれば，樹齢や施業履歴等に

基づく材質予測が可能となる。カラマツのような樹

齢や成長量の違いによる材質の変動が大きい樹種に

おいて，建築用材に適した材を安定的に得るために

は，このような材質予測が重要である。 

林産試験場ではこれまでに近赤外分光法による

材質評価に取り組んできており，木材表面に照射し

た近赤外光の吸収量変化から，ヤング係数，密度，

含水率等の高精度な推定を可能としている。この近

赤外分光法を原木の木口面に適用することで，ヤン

グ係数，密度等の原木横断面内における分布を，簡

便，迅速かつ高精度に計測する手法について検討し

た。 

研究の内容 

試料木から，横断面内の部位ごとに細分した試験

片を採取し，従来法によるヤング係数，密度等の測

定と，近赤外分光法によるスペクトル測定とを行い，

それらの回帰分析を行った。 

試料木として，林業試験場グイマツ雑種 F1 植栽

密度試験地（美唄）の植栽密度の異なる 4林分から

各 18本，計 72本を採取した。原木の基礎材質を測

定した後，樹心から 2cm区切りで外周部まで連続し

た断面 2cm角，長さ 32cmの小試験片を作製し（第 1 

図），密度，曲げ強さ，曲げヤング係数を測定した。 

次に，曲げ試験終了後の試験片から長さ 2cmの

ブロックを切り出し，木口面と柾目面の近赤外スペ

クトルを計測した（第 2図）。 

小試験片 295体について，得られた密度，曲げ強

さ，曲げヤング係数の各実測値と近赤外スペクトル

とを回帰分析し，各形質を推定するための検量線作

成を試みた。 

その結果，いずれの形質においても回帰式の決定

係数は 0.8～0.9程度となり，高い推定精度が得られ

た。形質別でみると，密度＞曲げヤング係数＞曲げ

強さの順で決定係数が大きかった。また，木口面の

方が柾目面よりも推定精度が高く，これら形質測定

における木口面測定の優位性が示唆された。 

まとめ 

原木横断面を細分した試験片の木口面の近赤外

スペクトル測定により，ヤング係数，密度等を精度

よく推定することが可能であった。 

25年度は，今年度と同様の試験方法でデータを積

み重ねることにより，回帰分析の推定精度の向上を

図る。その際，佐呂間町のカラマツ人工林間伐試験

地において，間伐率が異なる 3林分から各 20本，計

60本を採取し，これらを試料木として用いることで，

間伐履歴の違いが横断面内の材質分布に与える影響

についても評価する。また，割裂法による繊維傾斜

度を測定し，近赤外スペクトルとの回帰分析を行い，

繊維傾斜度推定の可能性についても検討する。 

第1図 曲げ試験用小試験片の作製          第 2図 近赤外スペクトル測定の様子 



試験研究成果の概要（Ⅲ 森林資源の総合利用の推進のための研究開発） 

〔林産試験場年報 平成 24 年度〕 

－30－ 

Ⅲ.3.1 パルプリジェクトを原料とする 

バイオエタノール製造に向けた基礎的検討 
平成23年～25年度 経常研究 

バイオマスG，マテリアルG，微生物G，製品開発G（協力 日本製紙（株）北海道工場） 

 

はじめに 

森林バイオマスを原料としたバイオエタノール製

造には，地球温暖化対策の一環としてばかりでなく，

森林資源を活用した地域経済の活性化といった観点

からも期待が寄せられている。しかしながら，その

製造には様々な課題が存在しており，主に経済性の

点から実現していない。 

本研究では，原料の集荷が容易である点，および

粉砕や部分的な成分分離がすでになされている点に

着目し，道内の紙パルプ工場から発生する，製紙原

料とならないパルプリジェクト（注1）を用いたバイ

オエタノール製造プロセスの構築を目的とする。 

注1：繊維の集合体である植物組織から単繊維（パルプ）を得る蒸

解工程において単繊維にならなかった植物組織 

研究の内容 

平成 23 年度は，バイオエタノール原料としての

パルプリジェクトの性状を把握するとともに，その

適性を評価した。その結果，パルプリジェクトはバイオ

エタノールの原料として適しているが，バイオエタノール

の収率をさらに向上させるためには，酵素糖化後に残

渣として残る大きい粒度のパルプリジェクトを低減し，糖

化性を向上させる必要があることがわかった。  

そこで 24年度は，糖化性の向上方法を検討する

目的で，糖化率（注 2）の低かった 3種類のパルプ 

リジェクトを湿潤状態で篩い分けし，酵素糖化に供 

注 2：基質あたりの得られたグルコースのグルカンとしての収率 

した。その結果，いずれのパルプリジェクトにおい 

ても，2mm 以下の画分では糖化開始後 24時間で糖化

率が 60～70%に達し，その後もほぼ一定であったが，

2～4mm の画分ではそれ以下の画分と同程度の糖化

率に達するまでに 72時間を要した（第 1図）。また，

各粒度画分における 72時間糖化後の残渣率は 2～

4mm の画分では 15～25%程度であったが，2mm 以下の

画分では 10%以下になることが分かった（第 2図）。 

そこで，ラボラトリーブレンダーを用いて実験室

レベルでの粒度の低減方法を検討した。その結果，

3,100rpm，約 3分の解繊で，50%以上あった 2mm 以上

の画分を 3%以下にまで減らすことができた。無処理

または水洗後のパルプリジェクトと比べて，解繊し

たパルプリジェクトの糖化率は，約 10%高く，また

残渣率は約 15%低下した（第 3図）。 

まとめ 

糖化性の向上方法を検討した結果，パルプリジェ

クトを2mm以下にまで解繊することで，糖化率を10%

程度向上させ，また残渣率も 15%程度低くすること

ができた。 

25 年度は解繊に必要な装置に関する情報を整理

し，パルプリジェクトを原料とするバイオエタノー

ル製造プロセスを構築するとともに，構築した製造

プロセスでの製造コストを試算する。 

第 1図 粒度ごとの糖化率 第 2図 粒度ごとの残渣率 第 3図 処理ごとの残渣率
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Ⅲ.3.2 樹皮を原料とするバイオリファイナリーの構築に向けた基礎的検討 

平成23～25年度 経常研究 

バイオマスG 

 

はじめに 

地場産業の活性化や新産業創出の資源として，道

内で豊富な森林バイオマスが注目されている。樹皮

には化学製品の原料となる有用成分（糖類，リグニ

ン，フェノール類など）が含まれており，バイオリ

ファイナリーの原料として期待される。 

本研究では，樹皮を原料とするバイオリファイナ

リーの構築に向け，樹皮から化学製品を製造するた

めの要素技術の蓄積を目的として基礎的検討を行う。

研究の内容 

平成 23 年度は，カラマツ丸太（年輪数約 35）お

よびトドマツ丸太（年輪数約 25）から得た樹皮につ

いて，有用成分の含有量を明らかにした。有用成分

の含有量は樹種ごとに特徴があり，それぞれに適す

る分離抽出技術の検討が必要と考えられた。 

24 年度は，有用成分の分離抽出技術について検討

した。 

・カラマツ樹皮：フェノール類，少糖類，樹皮フェ

ノール酸，六炭糖の逐次分離抽出手法を検討した（第

1図）。このうち，フェノール類と少糖類の分離抽出

に関しては，新規性の高い手法を見出すことに成功

し，特許出願を検討している。多糖類の分離抽出に

関しては，五炭糖由来部分の含有量が少ないことか

ら，六炭糖の回収に絞って検討した。高分子状態で

の回収としてパルプ化を検討したが，糖類の溶脱が

進みやすい一方でリグニンの溶脱が進みにくい傾向

があり，リグニン含量の少ないパルプ化が困難であ

った。そこで，単糖としての回収を検討し，硫酸法

が確実な手法と判断した。 

・トドマツ樹皮：粗樹脂，粗ペクチン，樹皮フェノ

ール酸，六炭糖の逐次分離抽出手法を検討した。粗

樹脂，粗ペクチンに関してはカラマツ樹皮にも含ま

れているが，トドマツ樹皮の方が含有量は多く，ト

ドマツ樹皮を特徴づける成分と考えて逐次抽出に盛

り込んだ。多糖類の分離抽出に関しては，カラマツ

樹皮の場合と同様の理由により，硫酸法による六炭

糖の回収を選択した。 

また 24 年度は，分離抽出した糖類の分析と，糖

類から化学変換する素材の選定も行った。 

・カラマツ樹皮：含水エタノール抽出液中の少糖類

の液については，グルコース，フルクトースを主と

する液が得られた。変換素材として，両糖どちらか

らも変換可能な 5-ヒドロキシメチルフルフラール

（5-HMF）を選定した。また多糖類の分解液について

は，六炭糖（主体はグルコース）を主とする液が得

られた。これらの糖から変換可能であり，発酵効率

の検討が行いやすい酵母によるエタノール発酵を選

定した。 

・トドマツ樹皮：多糖類の分解液について，六炭糖

（主体はグルコース）を主とする液が得られた。カ

ラマツ樹皮多糖類の分解液と同様の理由により，酵

母によるエタノール発酵を選定した。 

まとめ 

24 年度は，カラマツ樹皮，トドマツ樹皮に含まれ

る有用成分の逐次分離抽出手法を検討した。また，

抽出した糖類の分析と，糖類から化学変換する素材

の選定も行った。 

25 年度は，上記の糖類を化学製品の素材へと生化

学的に変換する技術について，ラボレベルでの検討

を行う。 

 

 

第 1図 カラマツ樹皮の含水エタノール抽出液 

より調製した粉末 

＊材料ベースで，フェノール類 10％強，少糖類（単糖～

三糖）4％前後が抽出される。 
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Ⅲ.3.3 バイオマスエネルギー・化成品生産に向けた 

ヤナギ類優良品種開発におけるクローン間での成分比較 
平成 22～24年度 受託研究 

バイオマス G（委託者 (独)森林総合研究所林木育種センター北海道育種場） 

 

はじめに 

ヤナギ類は，北海道内で栽培可能な資源作物とし

て注目されており，試験栽培も始まっている。 

ヤナギ類の品種開発は，これまで生産量を中心に

検討が行われてきたが，近頃ではバイオマス利用に

向けて含有成分も注目されている。 

本研究では，生産性に優れたヤナギを対象に，優

良クローン候補木の成分含有量を比較し，成分育種

の可能性の判断材料として提示する。 

研究の内容 

 林木育種センター北海道育種場により採取された

ヤナギ優良クローン候補木を対象とし，木部（枝 3

～5 年生部分）に含まれるアルコール・ベンゼン混

液抽出物（以下，抽出成分とする），リグニン，セル

ロースおよびヘミセルロースの量を分析した（第 1

図）。また統計解析により，クローン候補木間での有

意差の有無を確認した。 

平成 22 年度は，釧路川流域で採取されたエゾノ

キヌヤナギ優良クローン候補木を，23年度は同じく

釧路川流域で採取されたオノエヤナギ優良クローン

候補木を対象とし，分析と比較を行った。 

 24年度は，名寄川流域で採取されたエゾノキヌヤ

ナギ優良クローン候補木を対象とした。絶乾木部に

対する成分含有量は，抽出成分 2～5％，リグニン 21

～27％，セルロース 38～45％，ヘミセルロースのキ

シロース由来部分 13～16％であり，いずれの項目に

ついても含有量に有意差が認められた。 

 

第 1図 木部成分含有量の分析と比較の手順 

また，ヘミセルロースのガラクトース由来部分，

マンノース由来部分はそれぞれ 1～2％，1～3％であ

り，アラビノース由来部分は各候補から検出された

が，定量下限（1.3％）未満であった。 

3 年間にわたる分析では，樹種や産地が異なる試

料を分析したが，各成分の含有割合におけるクロー

ン候補木間差については下記の傾向が認められた。 

・セルロース：含有割合はクローン候補木間で 6～

7％程度の開きがあり，有意差が認められた。 

・ヘミセルロース：キシロース由来部分の含有割合

が高く（9～16％），クローン候補木間で 4～6％程度

の開きがあり，有意差が認められた。また，マンノー

ス由来部分の含有割合は，クローン候補木間で 2～

4％程度の開きがあった。ガラクトース由来部分やア

ラビノース由来部分については，含有量が少なく定

量下限を下回る場合があった。 

・リグニン：含有割合はクローン候補木間で 3～4％

程度の開きがあり有意差が認められた。 

・抽出成分：含有割合はクローン候補木間で 2～4％

程度の開きがあり，エゾノキヌヤナギに関しては有

意差が認められた。 

まとめ 

本研究で分析したクローン候補木については，林

木育種センター北海道育種場の圃場（第 2図）で挿

し木による生育試験が行われており，その試験結果

および本成果を総合し，ヤナギ類の優良品種開発に

おける成分育種の可能性が判断される予定である。 

 

第 2図 挿し木によるヤナギ生育試験 
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Ⅲ.3.4 木質系バイオマス燃料のグレードアップに関する研究 

平成24年～25年度 経常研究 

          バイオマスG，マテリアルG，生産技術G，製品開発G（協力 道総研工業試験場） 

 

はじめに 

北海道の木質バイオマスエネルギーの利用は増

加傾向にあり，北海道では平成 24 年度に改定した

「北海道森林づくり基本計画」においても， 34 年

度にエネルギー利用量を119万m3とする指標を示し

ている。今後，含水率が高い林地残材を使用しなけ

ればならないことを考慮すると，需要拡大のために

は，燃料の原料供給側等において含水率を低減する

など，品質向上を図る必要がある。 

そこで，木質系バイオマス燃料の品質向上を図る

ために，太陽熱利用等による含水率の低減，低温炭

化処理による発熱量や粉砕性向上・撥水性の付与な

どの技術開発を行った。 

研究の内容 

(1)太陽熱利用等による含水率低減技術の確立 

燃料用チップ（深川一已地区産林地残材枝条粉砕

物）をプラスチック製メッシュコンテナ（容量：161L）

に入れ，太陽熱木材乾燥装置内および隣接する屋外

に各 10個設置した。なお通気の影響を見るために，

うち 5 個についてはプラスチック袋で包み，上部の

みを開放とした。 

 試験期間中（24年 8月～10 月）の屋外気温は最高

32.1℃，最低 2.3℃であった。太陽熱木材乾燥装置

内の温度は最高 62.4℃，最低 11.9℃であり，屋外気

温より高い値で推移した。試験開始時に含水率（湿

潤ベース）30%以上あった燃料用チップが，装置内（通

気有り）については 1 週間で 10%台まで低下し，プ

ラスチック袋で包んだ装置内（通気無し）について

も 2週間で 10%台となった（第 1図）。一方，屋外に

設置したものは，含水率が 20%以下となることはな

かった。 

(2)低温炭化処理による品質向上技術の検討 

カラマツ抜根粉砕物を電気炉（回転炉）にて，低

温炭化処理（処理温度 200～300℃）し，収率・総発

熱量・粉砕性を比較した。 

処理温度が高くなるに従い炭素含有量が増加し，

総発熱量が高くなる傾向が見られた（第 1表）。収率

は 275℃以上では著しく下がるため，それ以下での

処理が望ましいと考える。粉砕性については上昇し

たが石炭（HGI=40～60）より低かった。また低温炭

化処理により吸水性が低下する傾向が見られた。 

まとめ 

太陽熱木材乾燥装置が木質系バイオマス燃料の

速やかな含水率低減に有効であることが明らかとな

った。含水率が高い林地残材の効果的な乾燥技術を

開発することにより，燃料の水分変動に弱い小型ボ

イラー等における利用拡大が期待できる。 

低温炭化処理は木質バイオマス燃料の発熱量や

粉砕性を向上させることから，石炭に近いハンドリ

ングが要求される火力発電所における石炭との混焼

用燃料等としての活用が想定できる。 

25 年度はコスト試算や二酸化炭素削減効果等を

主に検討し，より低コストで効果的な技術開発を目

指して追試等を行う。 

 

処理条件 
収率 総発熱量 粉砕性 

[%] [MJ/kg] HGI 

200℃ 99.6 17.78 14.1  

225℃ 95.3 18.80 14.3  

250℃ 91.6 19.39 17.0  

275℃ 85.7 20.02 27.4  

300℃ 68.7 22.42 24.6  

   

第 1表 低温炭化物の収率・総発熱量・粉砕性

第 1図 燃料チップの含水率（湿潤ベース）変化 
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Ⅲ.3.5 バイオリファイナリーのためのオゾン処理による 

バイオマス溶解促進技術の開発 
平成24年度 その他 

バイオマスG 

 

はじめに 

地球温暖化および化石資源枯渇対策として，木質

等のバイオマスから様々な化成品を製造していく必

要がある。バイオマスから各種化成品を効率よく製

造するためには主要成分（セルロース，ヘミセルロー

スおよびリグニン）を溶解して分離する技術が重要

となる。イオン液体を用いたバイオマス溶解技術が

将来有望であるが，研究途上の技術であり，溶解促

進技術等を開発する必要がある。 

研究の内容 

イオン液体にバイオマスを溶解させる際にリグ

ニンの溶け難さが全体の溶解速度に影響する。そこ

で，リグニンを優先的に分解してセルロースおよび

ヘミセルロースをあまり分解しないオゾン処理の溶

解促進処理への効果について検討した。 

(1)オゾン処理のイオン液体への影響 

バイオマス溶解性のある 2種類のイオン液体に対

し，木粉を投入せずにオゾン処理を行った結果，イ

オン液体 Bでは重量減少が 10％程度で，イオン液体

Aと比較してオゾン処理に強かった（第 1図）。 

(2)オゾン処理による溶解促進効果 

 トドマツ木粉に対し 100℃・4 時間，110℃・5 時

間，120℃・2 時間および 140℃・0.5 時間の加熱条

件においてオゾン処理を行い，同じ加熱条件でオゾ

ン処理を行わない時と比較した（第 2図）。その結果，

110～140℃において溶解残渣率の差が大きく，溶解

促進効果が見られた。 

(3)溶・不溶成分の分析 

 オゾン処理の有無双方において，トドマツ木粉を

イオン液体に溶解させ，溶解残渣と溶解物の主要成

分を分析し，溶解挙動を把握した。溶解物を析出さ

せ，セルロースに富んだ半透明のシート状の素材を

得ることができた（第 3図 A）。 

(4)草本バイオマス（稲わら）への適用 

 トドマツ木粉における溶解条件で稲わらの溶解試

験を行った（第 2図）。トドマツと同様にオゾン処理

による溶解促進が見られ，セルロースに富んだ析出

物（第 3図 B）が得られた。 

まとめ 

オゾン処理に強く，かつバイオマス溶解性がある

イオン液体が存在すること，およびオゾン処理によ

り木質・草本バイオマスのイオン液体への溶解が促

進されることを明らかにした。 

本研究により木材溶解とオゾン処理に関する多

くの新規知見が得られた。今後の発展研究に活用し

ていく。 

 

第 1 図 オゾン処理によるイオン液体の重量減少 

第 2図 オゾン処理によるバイオマス溶解促進効果

第 3図 溶解後の析出物（A:トドマツ，B:稲わら）
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Ⅲ.3.7 森林バイオマス由来機能性素材の商品化に向けた研究および製品試作 

平成24年度 一般共同研究 

微生物G，日油（株） 

 

はじめに 

近年，高血圧症や糖尿病などの生活習慣病患者，

メタボリックシンドローム患者やその予備群が増加

している。これを背景として，糖尿病の改善効果を

もつ機能性食品素材の需要が高まっている。林産試

験場と日油（株）は，これまでの研究において，糖

尿病改善薬のターゲットの一つであるペルオキシゾ

ーム増殖剤応答性受容体γ（PPARγ）の活性化能を

もつ森林バイオマスの探索を行い，トドマツ樹葉の

エタノール抽出物に高い PPARγ活性化能を見出し

た。 

本研究では，トドマツ樹葉抽出物とその機能性成

分について，血糖値上昇抑制作用の検討を行った。 

研究の内容 

(1)機能性成分の同定 

トドマツの樹葉を粉砕後，エタノール抽出した。

得られた抽出物を順次，ヘキサン，ジエチルエーテ

ル，酢酸エチル，n-ブタノールにより溶媒分画した。

これらの画分について PPARγ活性化能を評価した

ところ，ジエチルエーテル画分に最も高い活性が認

められた。この画分を GC-MS 分析に供した結果，4

種のジテルペン化合物が同定された。これらの化合

物では，レボピマール酸とネオアビエチン酸（第 1

図）に高い PPARγ活性化能が認められた。さらにこ

れらの化合物は，PPARαに対しても活性化能を有す

ることが明らかとなった。 

PPARγの活性化剤はインスリン抵抗性を改善す

るが，副作用である体重増加が問題となっている。

一方，PPARαの活性化剤は生体内脂質の利用促進効

果による抗高脂血症作用を持つ。そのため，PPARγ

とαの両者を活性化できる活性化剤（PPARα/γデュ

アルアゴニスト剤）は PPARγの副作用を軽減する糖

尿病改善薬として注目されており，トドマツ樹葉抽

出物についても PPARα/γデュアルアゴニスト剤と

しての利用が期待できると考えられた。 

(2)トドマツ樹葉抽出物の血糖値上昇抑制作用 

 糖尿病モデル動物である GK ラットを用いて動物

実験を行い，トドマツ樹葉抽出物の血糖値上昇抑制

作用を検証した。無添加群には基本飼料（AIN-93M）

93％，コーン油 7％の飼料を，添加群にはさらにト

ドマツ樹葉エタノール抽出物を 1％添加した飼料を

与え，3週間後に経口ブドウ糖負荷試験を実施した。

その結果，添加群は無添加群に比べ，ブドウ糖を与

えた後，90分，120 分の血糖値が低く（第 2図），ト

ドマツ樹葉エタノール抽出物は食後血糖上昇抑制作

用をもつことが明らかとなった。 

さらに，レボピマール酸では食後血糖上昇抑制作

用が確認され、ネオアビエチン酸でも傾向が見られ

た。 

まとめ 

本研究では，トドマツ樹葉が糖尿病をターゲット

とした食品機能性素材として利用できることを明ら

かにした。今後は安全性試験や商品化について検討

する。なお，本研究では「PPARα, PPARγデュアル

アゴニスト剤」と「食後血糖上昇抑制剤」の 2件の

特許を日油（株）と共同出願した。 
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第2図 トドマツ樹葉抽出物による経口ブドウ糖負荷試験の結果
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Ⅲ.3.8 林地未利用材を用いた木質バイオマス発電に関する研究 

平成 24年 受託研究 

バイオマス G，マテリアル G，道総研林業試験場 （協力 道総研工業試験場） 

（委託者 津別町森林バイオマス利用推進協議会） 

 

はじめに 

再生エネルギー特措法の施行より，林地未利用材

は熱利用のみならず，発電の燃料としての活用が期

待されている。津別町の企業では，地域貢献のため

既存ボイラーを活用して地域内に電気を供給する意

向があり，林地未利用材を活用した電熱併給の可能

性を検討している。 

そこで，林地未利用材を近隣地域より集荷し，燃

料用チップにするとともに，燃料としての性能を明

らかにした。さらに，既存設備において燃焼試験を

おこなうことにより，林地未利用材を活用したバイ

オマス発電の可能性について検証した。 

研究の内容 

(1)林地未利用材の収集システムの評価 

津別町内のカラマツ人工林 29 年生を対象に，木

材生産費調査と林地未利用材収集試験をあわせて実

施した。林地未利用材の収集対象は末木（平均元口

直径 9cm）のみとした。林地未利用材のチップ化に

係る総経費を第 1図に示す。 

山から発電所チップヤードまでの総経費は，

4,280円/m3であった。チッパー稼働を 240日と仮定

した時の総コストは，チップ化費がわずかに削減し

4,080円/m3となった。今回の林地未利用材収集試験

は，山から発電所までの距離が比較的近く，他の調

査事例よりも低く抑えられた。 

(2)林地未利用材の燃料評価 

通常燃料として使用している工場端材と林地未

利用材の採取時水分（湿潤ベース），工業分析値，発

熱量を測定した。採取時水分は工場端材の平均が

33%に対し，林地未利用材は 51%と高い値を示した。 

林地未利用材の灰分は工場端材より高く，燃焼灰

の発生量が多くなることが予想された。林地未利用

材の無水時の総発熱量は工場端材に比べてばらつい

たが，平均値の差は小さかった。しかし，水分を考

慮した真発熱量は林地未利用材が工場端材にくらべ

大きく劣った。 

(3)バイオマスボイラーによる燃焼試験 

 燃焼試験は津別単板（協）のバイオマスボイラー

を用いて，通常燃料（工場端材）に林地未利用材を

46%混合して実施し，10 分間ごとに燃料投入量，主

蒸気流量，有効電力などを計測した。なお，翌日に

通常燃料のみのデータも同様に計測した。第 2図に

燃焼試験における有効電力の推移を示す。 

初期に有効電力が下がっているのは燃料に由来

するものではなく，工場側の蒸気消費量が低下した

ためであり，最高 4,523kWの有効電力を記録するな

ど，通常燃料と遜色のない運転が可能であった。 

まとめ 

林地未利用材の収集コストや燃料性能を調査し，

バイオマスボイラーで燃焼試験を実施することによ

り，津別町における木質バイオマス発電の実現可能

性が明らかとなった。得られた成果は津別町バイオ

マス利用推進協議会の基礎資料として活用される。 

 

 

 

 

 

 

第 1図 林地未利用材のチップ化に係る総経費 
第 2図 燃焼試験における有効電力の推移 

2012年調査（津別町） 
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Ⅲ.3.9 農業用廃プラスチックの再利用に関する研究 

平成24年～26年度 循環資源利用促進特定課題研究開発基金事業 

             バイオマスG，マテリアルG，道総研工業試験場（主管），(株)武田鉄工所

  （協力 芽室町，JAめむろ，財団法人十勝圏振興機構，(株)北海道エコシス，北海道大学） 

 

はじめに 

北海道における農業用廃プラスチックは，平成 21

年では年間約 2万 t排出され，その 71％（約 1.4 万

t）はマテリアルリサイクルやサーマルリサイクルと

して再利用されているが，25％（約５千 t）は埋立

や焼却など未利用のまま最終処分されている。 

そこで，本研究では農業用廃プラスチックのうち

再利用が困難とされている長いもネットをターゲッ

トに，リサイクルに向けた技術開発を行うとともに，

芽室町をモデルケースとして，長いもネットの地域

内利用を図る上でのサーマルリサイクルシステムの

経済性と導入条件を明らかにする。 

研究の内容 

24 年度は，廃プラペレットの製造を予定している

芽室町の既存ペレット工場にて，本研究で開発する

ボイラーの燃焼試験に供するマメガラペレットの製

造を行うとともに，林産試験場のペレタイザーを用

いて茎葉と長いもネット（廃プラスチック）の混合

ペレット（長いもネットペレット）を試作した。 

収穫直後の秋掘り長いもネット（第 1図）は，茎

葉が長いもネットに複雑に絡まっており，水分（湿

潤ベース）が高い（80％以上）。そのため 2カ月間

室内にて放置後，手作業で 10cm 以下に切断し，さら

に一軸型粉砕機（富士産業(株)製）にて 10mm 以下に

粉砕し，水分 20％に調整後，フラットダイ型ペレッ

ト製造装置（(株)アースエンジニアリング製）にて

造粒した。実際の製造に当たっては，効率的な乾燥・

粉砕方法を検討する必要がある。 

試作した長いもネットペレット（第 2図）は，通

常の木質ペレット燃料と比較して，密度が低く（単

位密度 1.15g/cm3），水分が多い（13.4％）傾向が

見られた。 

総発熱量は，木質ペレット燃料より若干高い値

（19.54MJ/kg）を示した。これは，発熱量が高い長

いもネットが混入しているためと考えられる。長い

も茎葉のみの総発熱量は 15.63MJ/kg であり，長いも

ネットの総発熱量は 45.63MJ/kg であったことから，

長いもネットの含有率は 10％程度と推測された。 

灰分は 10.4％と高く，クリンカ（塊状の多孔質な

灰）対策等が必要となることが予測された。 

まとめ 

長いもネットは，使用後に茎葉の巻き付きや土壌

の付着があるために分別洗浄などの処理が難しく，

農業用廃プラスチックの中でも特にリサイクルが困

難な品目である。24年度は茎葉の割合が多い秋掘り

ネットを用いてペレット燃料を試作した。 

25 年度はプラスチックの混合割合を変えて廃プ

ラペレットを製造する。また，プラスチックの割合

が多いと予想される，一冬耕作地に放置した春掘り

長いもネットを原料とし，林産試験場のペレタイザ

ーを用いてペレットを試作して，製造条件を決定し，

既存ペレット工場での製造を検討する。 

 

第 1図 使用後の秋掘り長いもネット 第 2図 長いもネットペレット（茎葉＋長いもネット）
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Ⅲ.4.1 菌根性きのこ感染苗作出技術の開発 

平成21年～27年度 経常研究 

微生物G，バイオマスG，耐久・構造G 

（協力 道総研林業試験場，オホーツク総合振興局西部森林室，信州大学，北海道大学） 

 

はじめに 

いまだに人工栽培が困難な菌根性きのこである

マツタケは，北海道ではハイマツやトドマツ等の天

然林で発生する。マツタケは発生林を整備する（林

床の地掻き処理等）ことで増産できることが明らか

になっているが，天然林は管理が困難なことから北

海道では林地栽培を行うまでには至っていない。 

本研究では，北海道でのマツタケ林地栽培を目指

して，マツタケ感染苗の作出技術を開発し，管理が

可能なトドマツ人工林等への移植技術を検討する。 

 

研究の内容 

平成 22 年度までに実施した，トドマツ種子由来

の無菌苗を用いた完全密閉型の菌根合成方法では感

染苗を得られなかったため，シロからの感染苗作出

技術を中心に検討を進めた。 

23 年春，前年に準備したトドマツ苗木から移植に

適した苗木を選定し，マツタケのシロ周縁部に移植

した。 同年秋に経過を観察した結果，シロ先端部が

まだ苗木に届いていなかった。 

24 年春に条件を変更し，トドマツ苗木をマツタケ

のシロ（活性菌根帯）に植栽した。同年秋に経過を

観察した結果，一部でマツタケの感染（菌根形成）

を目視で確認できた（第 1図左）。その根圏土壌およ

び細根（菌根）を採取し，DNA マーカー（マツタケ

特異的プライマー）を用いて分析した結果，マツタ

ケに特異的なバンドを検出した（第 1図右）。 

感染苗移植後に他のマツタケの影響を受けない

ように，これまでマツタケの発生がない道有林に移

植予定地を設定し，マツタケ発生に適した環境整備

のため 23年秋（23 処理区）と 24年春（24 処理区）

にそれぞれ地掻き処理を行った。23 処理区と 24 処

理区，及びマツタケシロ外周部の土壌細菌数等を比

較した結果，移植予定地の土壌は細菌数が多く pH

も高い傾向にあった。これを考慮し，23処理区より

も土壌細菌数および pH 値が低くマツタケシロ外周

部の土壌環境に近い 24 処理区に，24 年秋，前述の

感染を確認したトドマツ苗木を移植した。 

 

まとめ 

春にトドマツ苗木をマツタケのシロに直接植栽

し，当年秋にマツタケの感染を確認できたことから，

別の場所へ移植した。一方，感染苗は，単に「感染」

した状態より「シロ様構造を形成」した状態の方が

移植後のシロ形成の可能性が高まると考えられる。

このため，25年度からは移植後の経過観察とともに

移植していない感染苗の経過観察も行う。また，移

植地の土壌環境（細菌数，温度）の調査を継続する。 

苗木の根圏土壌と
細根（菌根）を採
取した

苗木を植栽
した活性菌
根帯

苗木の根圏土壌と
細根（菌根）を採
取した

苗木を植栽
した活性菌
根帯

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

←ITS
←Tm 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

←ITS
←Tm 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

←ITS
←Tm 

 

第 1図 24 年春シロ植栽苗のマツタケ感染（左）と DNA マーカーを用いたマツタケ検出（右；電気泳動像） 

ITS：最初の PCR で検出されるバンド， Tm：2回目の PCR でマツタケに特異的に検出されるバンド 

レーン①②：菌根から抽出したサンプル，レーン③④：土壌から抽出したサンプル，レーン⑤：サイズマーカー， 

レーン⑥⑦：マツタケ菌糸（ポジティブコントロール），レーン⑧⑨：バカマツタケ菌糸（ネガティブコントロール） 
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Ⅲ.4.4 道産ニュータイプキノコの育成と素材利用に向けた研究 

平成 23～25年度 経常研究 

微生物 G（協力 道総研食品加工研究センター） 

 

はじめに 

新たに人工栽培技術が確立した食用キノコ類の

うち，ヤマブシタケは“ニュータイプキノコ”に位

置付けられ，機能性が明らかにされるとともに，多

くの健康食品が開発された。道内においても新規参

入希望の異業種等から，ヤマブシタケのような食品

機能性を有した“ニュータイプキノコ”が期待され

ている。 

本研究では特徴的な機能性を有しているものの

市場に出ることの少ないキノコに着目し，これらの

品種開発や栽培技術の開発を目的とした。 

研究の内容 

平成 23 年度は，ユキノシタ，コムラサキシメジ

のプロトプラスト由来交配菌株およびムキタケ，ヌ

メリスギタケ等の野生菌株の 1次選抜を行い，ユキ

ノシタ，コムラサキシメジ，ヌメリスギタケモドキ

は収量性が優れているもの，ムキタケは苦味が少な

く子実体が大型の菌株を選抜した。 

24年度の結果は下記のとおりである。 

(1)キノコの迅速な育種法による菌株の作出 

ユキノシタについて 23 年度の交配株のうち，栽

培期間が短く比較的収量が多かった 2菌株から胞子

を収集し，実用品種の 1核菌糸と掛け合わせ，新た

に 74株の菌株を分離した。 

(2)野生菌株および交配菌株の選抜 

ユキノシタは(1)で作出した菌株と 23年度選抜の

菌株から 2～4次選抜を行い，形態，収量および栽培

期間の短い 3菌株を選抜した（第 1図）。コムラサキ

シメジは 2～3次選抜を行い，収量性に優れ傘色が濃

紫色の 2菌株を選抜した。また，ムキタケは 23年度

に見出した大型菌傘タイプの選抜株（第 2図）の袋

栽培を行い，実用株と同等であることから，実用菌

株として利用できる可能性が示唆された。 

(3)選抜株の食味および機能性評価 

エタノール抽出エキスのチロシナーゼ阻害活性に

ついてはユキノシタおよびムキタケがタモギタケの

2倍以上の活性を有していた。また，強力な抗酸化力

を有するエルゴチオネインの含量を評価し，タモギ

タケ，トキイロヒラタケ等ヒラタケ属のキノコに多

いことを確認した。 

まとめ 

24年度は，ユキノシタ，コムラサキシメジの優良

菌株をそれぞれ 3および 2菌株選抜し，ムキタケの

優良菌株についても培養特性を明らかにした。また，

チロシナーゼ阻害活性，エルゴチオネイン含量を評

価し，供試したキノコの機能性の一部を明らかにし

た。 

25年度はユキノシタ，コムラサキシメジの最終選

抜を行い，実用化見込みの高いものについては品種

登録に向けたデータ収集を行う。また，供試したキ

ノコの機能性および食味の特性を把握し，それらの

特徴を整理する予定である。 

 

 

 

 

 

 

第 1図 ユキノシタの選抜試験結果（平均値±標準誤差） 

（赤丸 3株を選抜 92と 82は親株） 

第 2図 ムキタケの発生の様子 

（左：実用株、右：新株（菌傘大型タイプ） 

 

子実体収量 

生産効率 
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Ⅲ.4.6 地域資源の活用に有効な新ブナシメジの開発 

平成24年～25年度 一般共同研究 

微生物G，（株）ソーゴ 

 

はじめに 

ブナシメジは，エノキタケやシイタケと並び消費

の盛んなきのこである。林産試験場では，地域資源

であるカラマツおが粉の活用に有効な品種「マーブ

レ 219」（品種登録第 20595 号）を開発してきた。 

（株）ソーゴでは，「マーブレ 219」を導入して生

産するとともに，平成 23年度の共同研究により，栽

培および品質特性で有望な菌株を見出した。本研究

ではこの結果をもとに，既存品種と差別化できる品

種開発の可能性を追求することとし，道産針葉樹（ト

ドマツ）の栽培適性向上，きのこのボリューム感，

嗜好性等の向上を開発目標とした。 

研究の内容 

(1)菌株の作出 

 23年度の共同研究で得られた有望な育種素材3菌

株（実用品種「マーブレ 219」を含む）をベースと

して，約 300 菌株を作出した。 

(2)ラボスケールでの栽培特性評価 

 トドマツおよびカラマツのおが粉を用いた培地に

より，200 菌株以上の栽培試験を行った。トドマツ

でもカラマツと同程度以上の収量が得られる菌株を

多く見出すことができた（第 1図）。(3)の品質特性

を考慮して，2次選抜に供する菌株を選抜した。 

(3)ラボスケールでの品質特性評価 

 栽培試験で得られた子実体の形質評価では，まず

始めに形状や肉質を主に評価した。（2）で高収量だっ

た菌株のうち，肉質に弾力性のあるタイプ，もろい

タイプがあることから，継続した品質特性評価が必

要と考えられた。肉質・食感と食物繊維に関連性が

示唆されることから，子実体に含まれる食物繊維指

標としてグルカンを分析した。部位別に評価した結

果，充実した肉質を持つ柄部のグルカン含有率が高

かった。 

(4)実生産施設での栽培特性評価 

 （1）中の有望育種素材に近似した 4菌株の栽培試

験を行った。菌株 46B の収量および収穫時期の均一

性が高かった（第 2図）。得られた子実体を包装し，

保管試験を行った結果，鮮度保持に特に問題は生じ

なかった。 

まとめ 

23 年度までに得られた有望な育種素材から新し

い菌株を作出し，道産針葉樹おが粉を培地とした栽

培試験を開始した。ラボスケールでの栽培特性評価

の結果，トドマツでもカラマツと同程度以上の収量

が得られる菌株を多く見出すことができた。実生産

施設での栽培特性評価の結果，収量および収穫時期

の均一性が高い菌株を確認することができた。 

25 年度は引き続きラボスケールおよび実生産施

設での栽培特性評価を行うとともに，開発目標の視

点を重視して，品質評価を行う。 

      
第 1図 ラボスケールで選抜した菌株の子実体収量    第 2図 実生産施設で得られた栽培試験結果 

おが粉にトドマツとカラマツを使用した。            平均値±SD，80 日培養後に菌かきした。 
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図書・資料

取得している知的財産権

知的財産権の出願状況

図書・知的財産権の概要
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普及・技術支援等の概要

　林産試験場では，研究の普及や企業等に対する技術支援に取り組んでいます。

○重点的に普及を図った成果

　カラマツ大径材の生産システム，内装用準不燃タモ材，圧縮木材を応用した床製品，北海道型木製ガードレー

ル，木製遊具，地域材の利用による経済波及効果，育苗培土，木質熱処理物の応用などを重点に普及を図りま

した。

○展示会等への出展などによる普及

　北洋銀行ものづくりテクノフェア，ジャパンホームショー，ビジネスＥＸＰＯ，アグリビジネス創出フェア

（札幌）などに出展しました。

○外部団体等への協力・連携

　外部機関が木材利用の普及などのために行うイベントに対し，後援やその内容に合わせた当場所有展示物の

貸し出しなどの協力を行っています。24 年度は南極フロンティア展実行委員会，コープさっぽろ，北の森林

と健康ネットワークなどに協力しました。

　また，「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」の施行により公共建築物の木質化を推進す

る道内自治体等に対し，木材利用に関する技術的な助言を行いました。

「研究・普及サイクルのシステムづくり」事業

　本事業は，林産試験場が道内各地に出向き，研究成果を普及するとともに技術的課題などを聞き取り研究に

反映させていく取り組みで，平成 15 年度から行っています。企業等への支援において，効果的かつ重要な取

り組みとして実施しています。

　具体的には，林産試験場が各地域の「フロントランナー企業」を中心に巡回訪問し，各企業の経営者や技術

担当者と面会し情報交換を行っています。24年度は，述べ10日間，延べ15の団体等に対し成果普及や技術課題・

研究要望の聞き取りを行いました。

　また，木材利用の基本である木材乾燥技術について，全道の担当者の技術力を底上げするため，林産試験場

が各地に出向いて講習する「木材乾燥技術セミナー」を本事業の一環として実施しました（詳細は，後述の「行

事等の開催による成果普及」を参照）。

　事業実施に際しては，各振興局の林務課や森林室と企業情報・地域課題等を共有するなど連携を図っていま

す。
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　　参加者数：254 名

　① 口頭発表

＜木材利用の活動報告＞座長：水産林務部森林環境局森林活用課総括普及指導員兼主幹　小野寺英美

・道南スギの循環利用に向けた取組　　　　　　　　　　オホーツク総合振興局西部森林室　坂下　勉

・地域材の活用に向けた庁舎内装木質化の取組について　　　　　釧路総合振興局林務課　佐野弥栄子

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　札鶴ベニヤ ( 株 ) 恋問工場　金子　勝紀

＜森林資源の総合利用＞座長：利用部長　真田　康弘

・糖尿病をターゲットとしたトドマツ樹葉由来機能性食品素材の開発

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用部微生物グループ　佐藤真由美

・木質バイオマス燃料の品質を向上させる 　　　　　　　利用部バイオマスグループ　山田　敦

＜道産建築用材の需要拡大＞座長：技術部長　斎藤　直人

・道産針葉樹材を用いた内装材の見た目の好ましさの評価　　　技術部製品開発グループ　松本久美子

・道産カラマツを用いた土台用単板集成材の開発 　　　技術部生産技術グループ　 大橋　義德

＜安全・安心・快適な高付加価値製品の開発＞座長：性能部長　前田　典昭

・地域材を用いた防火木材の開発 　　　　　　　　　性能部耐久・構造グループ　 河原﨑政行

・安心安全な木製ハイブリッド遊具の開発 　　　　　　　性能部居住環境グループ　小林　裕昇

・安心安全な木製ハイブリッド遊具の開発　－ライフサイクルコストと経済波及効果－

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用部マテリアルグループ　古俣　寛隆

　② 展示発表

・道産カラマツを用いた土台用単板集成材の開発　―強度性能―

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術部生産技術グループ　古田　直之

・道産カラマツを用いた土台用単板集成材の開発　―長期性能―

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術部生産技術グループ　松本　和茂

・道産カラマツを用いた土台用単板集成材の開発　―接合性能―

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　性能部耐久・構造グループ 　戸田　正彦

・道産カラマツを用いた土台用単板集成材の開発　―保存性能―

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　性能部耐久・構造グループ　宮内　輝久

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 独 ) 森林総合研究所　大村和香子

・積雪寒冷地域における塗装木材の耐候性能 　　　　　　　性能部居住環境グループ　伊佐治信一

研究成果発表会

　『平成 25 年北海道森づくり研究成果発表会（木材利用部門）』

　林産試験場では，その年度の業績を広く公表する場として，平成 4 年度（平成 5 年 3 月）から研究成果発表

会を開催しています。平成 16 年度からは，北海道および林業試験場との共催のかたちで「北海道森づくり研

究成果発表会」に発展させて開催し，全道の各振興局林務課や森林室，森林管理局，市町村，企業，団体等か

ら発表を募り，木材をはじめ森林資源の利用技術について広く情報を交換しています。

　平成 24 年度を中心にした研究成果を公知させるため，標記発表会を次のとおり開催しました。

　

　　日　　時：平成 25 年 4 月 18 日（木）10:30 ～ 16:05

　　場　　所：旭川市大雪クリスタルホール　大会議室，レセプション室（旭川市神楽 3 条 7 丁目）
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・強制腐朽処理による柱脚接合部の評価 　　　　　　　　　 性能部耐久・構造グループ　野田　康信

・道産材を用いたツーバイフォー製材の強度性能 　　　技術部生産技術グループ　大橋　義德

・大スパンを実現する高性能な組立梁の開発　　　　　　　　 技術部生産技術グループ　大橋　義德

・畜舎の木造化推進に向けた取り組みについて 　　　　　企業支援部普及調整グループ　北橋　善範

・機能性家具の開発とその効果 　　　　　　　　　　　　　　性能部居住環境グループ　秋津　裕志

・景観資材としての木製ガードレールの評価 　　　　　　　　技術部製品開発グループ　今井　良

・人工林広葉樹材の材質について 　　　　　　　　　 利用部マテリアルグループ　大崎　久司

・道産キノコの新用途開発　―利用方法と選抜・加工技術―　　　利用部微生物グループ　米山　彰造

・ＤＮＡマーカーで森林土壌中のマツタケ菌を探す 　　　　 利用部微生物グループ　宜寿次盛生

・短伐期収穫ヤナギからの機能性オリゴ糖の製造 　　　 利用部バイオマスグループ　関　一人

・パルプリジェクトを用いたバイオエタノールの製造 　　 利用部バイオマスグループ　岸野　正典

・道産針葉樹（カラマツ・アカエゾマツ）の突板による建材商品化

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　札鶴ベニヤ ( 株 ) 恋問工場　金子　勝紀

・地材地消推進活動の取組による波及効果について　　　　　　　空知総合振興局森林室　外岡　雄一

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 伊藤　裕子

・日高管内における第一次産業での地域材利用事例 　　　　　　 日高振興局森林室　野中　俊一

・木製暗渠排水管の耐久性の検証 　　　　　　　　　　 上川総合振興局北部森林室　勇　内次

行事等による成果普及

　研究成果発表会のほかに，各種行事の開催や参加により研究成果の普及に取り組みました。

行事等の開催による普及
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木材利用の理解を図る普及（イベント協力等）

　林産試験場で開発した製品や技術を知ってもらうと同時に，木材のやさしさ，あたたかさ，木材を使った創

作の楽しさなどを理解してもらう機会として，以下の展示会やイベント等に参加・協力しました。また，振興

局や振興局森林室ほか各種団体が主催したイベント等に展示パネル等を貸し出しました。

出展協力した展示会・イベントの概要

行事等への参加による普及
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木のグランドフェア

　平成 4 年度から ( 一社 ) 北海道林産技術普及協会との共催により林産試験場内で行っていたイベントは，6

年度から「木のグランドフェア」と改称されました。木のグランドフェアは，一般道民の木製品に対する理解

の向上と木材の利用拡大を目的に，「木と暮らしの情報館」とログハウス「木路歩来（ころぽっくる）」を活用

した地域貢献事業として実施しています。

　24 年度の「第 21 回木のグランドフェア」は，以下の内容で 7 月 28 日 ( 土 ) から 10 月 8 日 ( 月 ) まで開催し ,

期間中の入場者は約 4,000 人でした。

木のグランドフェアの内容

研究業績等の発表

　林産試験場の研究業績等は，研究発表会ならびに林産試験場報や林産試だより，その他の刊行物で公表され

ています。

1）学会等での研究発表

　学会およびその他の発表会等で発表したものは次のとおりです（外部機関が筆頭のものは含みません）。
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2）刊行物等で発表した研究業績等（平成 24 年 4 月～ 25 年 3 月掲載）

　林産試験場報第 542 号の発行およびその他刊行物への投稿状況は次のとおりです（一部外部機関が筆頭のも

のを含みます）。
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3）林産試だよりで発表した研究業績等

　林産試だよりは，12 回発行しました。タイトル等は次のとおりです。
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ホームページ

　林産試験場ホームページ（http://www.fpri.hro.or.jp/）により，最新の研究成果や普及・技術支援情報

を発信したほか，新たに，木と暮らしの情報館ホームページ「木の情報検索ページ」（http://kitokurashi.

fpri.hro.or.jp/）の運用を開始しました。

　林産試験場ホームページの 24 年度更新回数は 114 回，主な新規・更新情報は次のとおりです。

○研究について（平成 24 年度試験研究課題，成果品ギャラリー 2011）

○技術支援制度のご案内（依頼試験・分析・鑑定・設計手数料の改定，設備使用料の改定）

○刊行物＆データベース（林産試だより 2012 年 4 月号～ 2013 年 3 月号，平成 23 年度年報，場報 542 号）

○マニュアル・特集（木製サッシフォーラム 2012，技術相談・回答事例集『Q&A　先月の技術相談から』，

　安全・   安心な乾燥材の生産・利用マニュアル，カラマツ大径材木取りプログラム）

○林産試験場のすがた（木と暮らしの情報館ホームページ「木の情報検索ページ」へのリンク，入札情報）

研究に関する主な報道状況

　報道機関の取材に積極的に応じ，研究成果の PR に努めました。主な報道は次のとおりです。
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視察・見学

　24 年度の視察・見学者数および視察・見学者に対して行った講義は，次のとおりです。
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技術指導

　24 年度の技術指導は 111 件，延べ 229 人でした。項目別には次のとおりです。

技術相談

　24 年度の技術相談数は 724 件でした。部門別には次のとおりです。
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依頼試験

　24 年度の依頼試験は，木材工業関連企業等からの依頼により，サッシの性能試験，集成材の性能試験，木

質材料の防火試験など 64 項目 73 件の試験及び分析 ･ 鑑定を行いました。

技術研修

　24 年度の技術研修の受講者は 2 名でした。内容，期間は次のとおりです。

設備使用

　24 年度の木材工業関連企業等による林産試験場の機械設備などの使用件数は 70 件，延べ 268 時間（75 日）

でした。主な使用機械は，燃焼発熱性試験装置，分光光度計，原子吸光分光光度計，気密・水密試験装置など

です。
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場外委員会活動等

　公共性が高く専門的知識が求められる各種委員会からの委員委嘱等については積極的に応じました。24 年

度の委嘱状況は次のとおりです。年度中に委員等を交替している場合は後任者を記載しました。
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予算・主要購入機器類

支出予算

主要購入機器類（固定資産）
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職員の研修・表彰等

研修

表彰
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